　　付　　　　　　　　則

（付　則　１）

「機械設備工事施工計画書」記載要領

	工 事 概 要

施 工 範 囲

現 場 組 織

工 程 管 理

仮 設 計 画

施 工 管 理

品 質 管 理

安 全 管 理
	1．機械設備工事施工計画書の作成は、この要領に準拠して作成する。

2．様式はＡ４版縦横書とし、図面は縮尺・寸法を明記し、縮図の上、製本する。

3．提出期間は、原則として現場着工30日前。なお、分割提出の時は、監督員の承諾を受ける。

4．記載内容

　　表紙　工事件名、受注会社名及び現場代理人氏名印、提出年月日、分冊番号

　　目次　分割提出の項目がある時は、その旨を提出予定時期、分冊番号とともに記載する。

　工事件名、施工場所、工期（着工、完成予定日）、工事内容（設計図書に定められた事項）。

一般平面図に施工部分を明示する。

1．職務分担一覧表

　　現場代理人、監理技術者（主任技術者）、施工管理責任者、現場担当者、営業担当者、設計担当者、安全管理責任者、保安責任者、火気取扱責任者等、その他開発法令の定める責任者。

2．緊急連絡体制

　　緊急時の連絡図に自宅電話番号を含め電話番号を図示する。

　　環境部水環境創造課（監督員）、受注者（現場代理人）、関係官公署（救急病院、消防署、警察署、労働基準監督署、電力会社、下水道公社等）、関係企業、その他必要先。

　工期全体を監視できるもので、工事の施工順序、所要工程などを示したネットワークによる実施工程表とする。なお、現場実態に即した現場施工ネットワークはその都度、提出する。

1．仮設電力

　　仮設電力設備配置図、単線結線図、動力負荷表、使用電力量、最大電力、責任分界点の表示、保守管理上の確認事項、仮設配電盤・分電盤の使用上の注意事項、取締責任者氏名など
2．仮設水道

　　仮設電力に準じて記入

3．仮設建物・材料置場

　　受注者現場詰所、労務者宿舎、倉庫、材料置場の設置場所、規模、火気取扱責任者

4．重量機械類

　　重量機械・器具の種類、仕様、数量、配置場所

5．仮設材（足場材）

　　仮設材の種類、構造、使用位置（図示）

　　必要により仮設材の荷重計算書を添付

6．重量物搬出入

　　運搬物重量、搬出入経路、車種、仮設道路（図示）

7．各工種工程と仮設の設置・撤去時期

1．基　礎

　　主要機器材の荷重表、基礎施工図、基礎の施工法、基礎アンカーボルト施工方法（穿孔アンカー含む）、施工管理説明

　　必要により強度計算書を添付

2．据付

　　芯出し、墨出し、締付、測定法など、作業順序により据付工法、出来形管理方法説明

3．現場加工

　　現場加工を行うものの加工法説明

4．配　管

　　管種、配管支持、埋設工法、貫通部、防露、防食、接合など説明

5．配　線

　　配線・配管布設、防護、貫通部、端末処理など説明

6．塗　装

　　塗装材、塗装工程、色彩など説明

7．コンクリート

　　材料の規格、鉄筋、型枠、打設、養生などの説明

8．その他

　　特殊工法、調整の要領、その他説明。ただし、上記のうち、承諾図書で承諾されたものは省略できる。

　社内試験・検査及び据付現場での試験・試運転方法など品質管理の説明。現場の安全管理に対し、責任分担を定め、安全管理体制の組織図を作成し、安全協議会の設置、安全対策会議、下請業者への安全教育、指導方法の説明。また、災害事故（墜落、落下、感電、酸欠、硫化水素、可燃性ガス）の防止対策、建設公害（騒音、振動、ばい煙、悪臭）の予防措置などの説明。




（付　則　２）施工体制台帳に係る書類の提出について

１．施工体制台帳に記載すべき内容

　施工体制台帳に記載すべき内容は以下のとおりとする。

(1) 建設業法第24条の7第1項及び建設業法施行規則第14条の2に掲げる事項

(2) 安全衛生責任者名、安全衛生推進者名、雇用管理責任者名

(3) 監理技術者、主任技術者（下請負を含む）及び元請負の専門技術者（専任している場合のみ）の顔写真

(4) 一次下請負人となる警備会社の商号又は名称、現場責任者名、工期

（注１）　施行体制台帳の作成方法等は、石川県ホームページを参考とすること。

２．提出手続き

　監督員は、受注者に対し、施工体制台帳等を作成後、施工体制台帳に係る書類を工事着手までに提出させるものとする。また、工事の進行に伴い施工体制に変更が生じる場合はその都度提出させるものとする。

３．提出書類は下記のとおり。石川県共通様式を利用すること。

(1) 下請負人通知書　様式－2

(2) 施工体制台帳　様式－3(1)

(3) 下請負人に関する事項　様式－3(2)

(4) 工事作業所災害防止協議会兼施工体系図　様式－3(3)

(5) 工事担当者台帳　様式－3(4)

(6) 建設業許可の写し

(7) 建退共に該当しない場合は、他制度の写し
(8) 社会保険等の適用除外に関する申告書　別記・参考様式

　

（付　則　３）

「主要機器材料製作者通知書」作成要領

１．作成要領は、製品名、仕様、数量、機器製作者所在地、実績条件の区分（①実績有り又は②実証有りのどちらか一つ）、実績条件の区分において納入若しくは実施した機種名、及び納入場所若しくは実証場所を記載する。 

２．主要機器材料製作者通知書の様式は、（付　則　３）の記載例による。

機械設備主要機器・材料表

	設　備　名
	機　　　　　器　　　　　名

	沈砂池機械設備
	ゲート設備、除塵機、除砂機、沈砂処理設備、しさ処理設備、搬出設備、破砕機等

	ポンプ設備
	汚水ポンプ、雨水ポンプ、同左用電動機、同左用ディーゼル機関及び減速機、天井クレーン等

	最初沈殿池設備
最終沈殿池設備
	汚泥掻寄機、汚泥・汚水ポンプ類、ゲート類、スカム除去・分離装置等

	送風機設備
	送風機、同左用電動機及び増速機、強制潤滑装置（油タンク、給油ポンプ、ヘッドポンプ、冷却器）、冷却装置（冷却水ポンプ、冷却塔）、風量制御装置、空気ろ過器、天井クレーン等

	反応タンク設備
	散気装置（散気筒、散気板）、ゲート類、覆蓋、機械式曝気設備等

	消毒設備
	タンク類、次亜塩素酸ソーダ注入ポンプ、ゲート類等

	用水設備
	砂ろ過機、ストレーナ・ゲート類、ポンプ類等

	汚泥濃縮設備
汚泥洗浄設備
汚泥貯留設備
	汚泥掻寄機、汚泥ポンプ類、機械濃縮設備等

	汚泥消化タンク設備
	センタードーム設備、撹拌設備、脱硫設備、ガス貯留タンク設備、加温設備、温水器設備、熱交換器設備、余剰ガス燃焼設備等

	汚泥脱水機
	脱水機、同左用補機類、給泥設備、脱水ケーキ搬送貯留設備、天井クレーン等

	薬注装置
	薬品貯留タンク・ホッパ、薬品溶解タンク、混和槽、薬品注入ポンプ類、薬品供給装置（輸送コンベヤ、供給機、サイロ）等

	汚泥焼却設備
	汚泥供給装置（フィーダ、コンベヤ）、焼却炉、燃焼装置（タンク、オイルポンプ）、ケーキ投入機、空気予熱器、ブロワ・ファン類、集塵装置（サイクロン、電気集塵機、搬出機、コンベヤ・ホッパ）、排煙処理装置（処理塔、タンク、ポンプ類）、排煙装置（ファン、煙突）、再加熱炉等

	脱臭設備
	洗浄塔、吸着塔、反応塔、除去塔、オゾン発生装置、ファン類、タンク類、薬品ポンプ類等

	用水設備
	急速砂ろ過器、ストレーナ類、ゲート類、ポンプ類等

	その他
	弁類（機器扱いのもの）、空気圧縮装置（空気圧縮機、空気槽、除湿器、消音器）

冷暖房機、流量計、濃度計、計量機

チェーンブロック、ギャードトロリ（１ｔ以上）、ホイスト（0.5ｔ以上）

その他


電気設備主要機器・材料表

	種　　　別
	機　　器　　名
	摘　　要

	受変電・配電設備
	受変電用キュービクル
	受電盤、受電補助盤等
	

	
	ガス絶縁、固体絶縁

受変電設備
	受電ユニット、変圧器ユニット等
	

	
	遮断器
	ACB、GCB、VCB、MCB、OCB等
	コンビネーションスタータ用気中開閉器含む

	
	変圧器
	油入変圧器、乾式変圧器、モールド式変圧器、ガス絶縁変圧器等
	主として電力用変圧器

	
	負荷設備
	閉鎖配電盤、コンビネーションスタータ、ロードセンタ、コントロールセンタ、継電器盤、現場盤等
	SQCを含む

	
	その他
	断路器、計器用変成器、コンデンサ、避雷器等
	高圧、特別高圧用

	特殊電源設備
	発電設備
	発電機、原動機、発電機盤、自動始動または同期盤等
	

	
	直流電源設備
	整流器、蓄電池等
	

	
	無停電電源設備
	無停電電源装置等
	

	監視制御設備
	監視制御

用配電盤設備
	監視盤、操作盤、継電器盤、計装盤等
	

	
	情報処理設備
	中央処理装置、入出力装置、補助メモリ、LCD装置、データサーバ、プリンタ等
	プロセスコントローラ、シーケンスコントローラ、マイコン等含む

	
	工業用テレビ設備
	カメラ、映像モニタ、コントロールパネル等
	

	
	遠方監視制御設備
	遠方監視盤、遠制装置、情報伝送装置
	

	
	気象観測設備
	風向風速計、温度計、湿度計、気圧計、雨量計、降雨強度計、パネル盤等
	それぞれの発信器・変換器等と組合せになったもの

	工業計器類
	検出器
	流量計（電磁式、超音波式等）、液位計（フロート式、静電容量式、超音波式等）、圧力計（ブルドン管、ベローズ、ダイヤフラム等）、温度計（抵抗式、熱電対式等）水質計器（pH計、DO計、MLSS計、OPR計、COD計、UV計、残留塩素計、濁度計等）
	

	
	変換器類
	記録計、積算計、調節計、電源箱、開平演算器その他変換器類
	

	その他
	監督員が指示するもの
	


　記　載　例
平成 ○ 年 ○ 月 ○ 日

石川県知事　○○○○　殿

受　注　者　○　○　○　○　㈱

現場代理人　　　　　　　　　　

氏　　　名　○　○　○　○　 eq \o\ac(○,印)
主 要 機 器 材 料 製 作 者 通 知 書

標記について下記のとおり通知します。

記

１．工　　　事　　　名　　　犀川左岸流域下水道設備○号工事（○○設備）

１．契　約　年　月　日　　　平成　○　年　○　月　○　日

１．主要機器製作会社名　　　別紙のとおり
別表（主要機器製作会社名）

	製品名
	仕　　様
	数量
	機器製作者名

所在地
	実績条件の区分

　①実績有り

　②実証有り
	左記の機種名

左記の納入（実証）場所

左記の納入（実証）時期

左記②の実証稼働時間

	初沈流入ゲート
	外ネジ鋳鉄製

角形ゲート

1200W×700H
	２門
	○○○㈱

○○工場

○○市○○○１－１－１
	①
	鋳鉄製ゲート（水処理用）

○○市○○浄化センター

平成12年3月18日

	初沈汚泥掻寄機
	チェーンフライト式

２池１駆動0.4kW

3.8W×18.2L×3.2Ｈ
	２基
	○○○㈱

○○工場

○○市○○○字357
	①
	汚泥かき寄せ機（チェーンフライト式）

○○町○○○終末処理場

平成12年9月30日

	エアタン流入可動堰
	外ネジ式鋳鉄製

セパレート型

700W×400ST
	２門
	○○○㈱

○○工場

○○市○○○１－１－１
	①
	鋼鉄製可動堰

○○市○○浄化センター

平成12年3月18日

	チェーンブロック
	手動式

３ｔ×５ｍ
	１台
	○○○㈱

○○○㈱（○○○協力工場）
○○市○○２－３－１
	①
	チェーンブロック

○○町○○終末処理場

平成12年9月30日

	散気装置
	全面曝気式

通気量

20～50㍑／分／個
	一式
	○○○㈱

○○工場

○○市○○区○○町２－５６
	②
	全面曝気式散気装置

○○村○○浄化センター

平成12年5月25時間＋7月25時間＋11月30時間＋平成13年2月30時間＝110時間

	終沈流入ゲート
	外ネジ鋳鉄製

角形ゲート

1000W×500H
	２門
	○○○㈱

○○工場

○○市○○○１－１－１
	①
	鋳鉄製ゲート（水処理用）

○○市○○浄化センター

平成12年3月18日

	終沈汚泥掻寄機
	チェーンフライト式

２池１駆動0.4kW

3.8W×30.6L×3.3Ｈ
	２基
	○○○㈱

○○工場
○○市○○○字357
	①
	汚泥かき寄せ機（チェーンフライト式）

○○町○○○終末処理場

平成12年9月30日


（付　則　４）

「機器設計製作図書の承諾申請書」作成要領

機械設備工事
１．システム設計に係る承諾図書

　　システム設計に係る承諾図書は、県の設計図書に準拠するものとし、提出範囲は、機器製作仕様書、フローシート、全体平面図、配置平面図、配置断面図、基本設計・計算に関する図書、その他監督員が必要とするもの。

２．機器等の設計に係る承諾図書

　　承諾図書は、外観、構造（概略）、材質、主要寸法、据付けの状態等が明確に表示されたもので、運転・操作機能が十分説明されたものでなければならない。

　　性能等については、設計計算書又は既存の設備等により確認できる資料を付する。

　その他監督員が必要とするもの。

　（※）例　脱臭設備においては、類似条件における実測データ。

表　―　１

	番号
	名　　　　　称
	内　　　　　　　　　　容

	１
	全　体　平　面　図
	発注図面に対するもの及び細部図

	２
	配　置　平　面　図
	　　　〃　　　　　　　　〃

	３
	配　置　断　面　図
	　　　〃　　　　　　　　〃

	４
	フローシート
	系統毎又は装置毎に必要とするもの

	５
	機器詳細図
	主要構造図（材質、数量等明示のこと）

	６
	発注・製作仕様対比表
	

	７
	機器製作仕様書
	名称、形式規格、仕様、メーカ名、台数等

	８
	配線・結線図
	各機器毎

	９
	仕様変更申請書
	図面、一般仕様書、標準仕様書、特記仕様書等に変更がある時

	10
	主要機器設計計算書
	容量、動力負荷、主要部等の設計計算書、主要機器等基礎・架台の強度計算書、水位関係図（必要な場合）

	11
	動力負荷及び接点表
	トルク設定値（定格値、過トルク値）、計算書含む

	12
	運転操作説明書
	各機器の運転操作について記入。

（主要設備については、非常時の安全対策を含む）

	13
	附属品一覧表
	各機器の附属品を記入

	14
	工事銘板製作図
	主機名称仕様を記入


　注　主要機器等基礎・架台とは、機器を据付ける機械基礎、遠心脱水機等の鋼製基礎架台、配管等のトラス構造の自立架台などをいう。
電気設備工事

承諾図書及び提出書類の作成内訳

１．機器設計製作図の承諾申請書に関するもの

(1) 単線結線図（関連する系統を含む）

(2) システム構成図

(3) 全体計装フローシート

(4) 制御電源系統図

(5) 機器外形図（正面図、側面図、内部機器配置図等）及び機器製作仕様書

(6) 付属品一覧表

(7) 機器容量計算書

(8) その他必要とする図書

２．施工設計（承諾）図の承諾申請書に関するもの

(1) 配線ルート図（ラック、電線管、地中配管、ダクト製作図等）

(2) 埋設配管（ルート図、埋設断面図、ＭＨ据付図等）

(3) 装柱図（引込み柱等）

(4) 接地系統図

(5) 機器配置図（基礎図を含む）

(6) ケーブルピット図（ピット図、ピット蓋割付図、アクセスフロア図）

(7) 計装機器取付詳細図

(8) その他必要とする図書（容量計算書）

注）他の設備機器との取合い等が問題になる設備は、その設備も図面に記入すること

（例　空調ダクト、配管等）

３．機器設計製作図の提出書類に関するもの

(1) 制御展開接続図（ラダー展開図を含む）

（付　則　５）

機械設備工事
「施工設計図書の承諾申請書」作成要領

１．施工に係る承諾図書

　(1) 躯体、基礎及び据付

      躯体、基礎及び据付に係る承諾図書は、原則として日本下水道事業団「機械設備工事必携」の標準基礎図に基づいて躯体の現状と据付ける機器等の基礎（配置図、はつり図、配筋図、アンカー施工図、箱抜図、コンクリート打設等）の関係が明確にされた施工図及び主要機器の基礎設計書を提出すること。その他監督員が必要とするもの。なお、安全性、維持管理性等については、十分検討を加え承諾図書を作成しなければならない。

　(2) 配管等

　　　配管等は、必要箇所（機器周り、曲り部、Ｔ字部等）を配管図、サポート図、基礎図等により他の施設との関連を明確にし、維持管理上の不具合等のないことを確認できる承諾図書を作成する。

　(3) 設計図書に明記なき事項及び安全性、維持管理性等については、十分検討を加え承諾図書を作成しなければならない。なお、施工に係る承諾図書に明記のない施工要領、工法（既製コンクリート部のはつり、配管の開孔等）については、事前に監督員の承諾を得るものとする。

表　―　１

	番号
	名　　　　　称
	内　　　　　　　　　　容

	１
	機器基礎図
	配置図、はつり図、配筋図、アンカー施工図

	２
	基礎設計書
	主要機器の基礎設計書（基礎ボルトの耐震計算を含む）

	３
	鋼製加工品設計書
箱抜図
	主要課題の設計計算書（基礎ボルトの耐震計算を含む）

	４
	配管施工図
	配置図（建築付帯設備のダクト・照明図示）サポート図、基礎図、スケルトン及び主要材料対比表

	５
	塗装仕様書・防錆
防露保温仕様書
	機器、配管毎に記入。

ケレンの仕様についても記入。


　　注１　配管施工図の主要材料対比表は、鋳鉄管弁類、鋼管弁類、小配管弁類、材料扱いの機器、鋳鉄管、鋼管、小配管、ダクト工、塗装・被覆工、基礎工、鋼製架台類に分類し、「主要材料対比表」（付則18）を用い、作成すること。なお、当面の間は、鋳鉄管、鋼管、小配管、鋳鉄管弁類、小配管弁類小配管を対象とする。

　　注２　材料の変更の必要がある時は、「仕様変更申請書」（付則11）を提出し承諾を得なければならない。

（付　則　６）

機械・電気設備工事記録写真作成要領

１．適用範囲

　　この要領は、石川県環境部水環境創造課が発注する機械・電気設備工事の記録写真に適用する。

２．記録写真の分類

　　工　事　写　真　　　工事着工前、工事中、工事完了の記録及び確認の写真

　　社内検査記録写真　　　製作工場等における社内検査試験及び完成写真

　　完　成　写　真　　　工事着工前、完成の対比ができる写真

３．撮影用具等

　　撮影用具は次による。

　　①　デジタルカメラ（ただし、有効画素数120万画素以上、画像サイズ（1280×960ピクセル）以上、ファイル容量１MB程度、ファイル形式JPEG）

４．記録写真の撮影

(1) 撮影内容と頻度

工事写真は、別表に示す箇所の他、監督員が指示する箇所または、不可視部分等の記録及び確認が必要な箇所を撮影する。また、撮影頻度は、別表によるが、工事規模、工事内容、工事手順等を確認して適切な撮影枚数とする。

(2) 撮影方法

　　①　写真は全てカラー撮影とする。

　　②　工事写真の撮影方法は、以下のとおりとする。

　　　ａ．写真には、原則として、工事名、撮影箇所、状況説明、受注者等を記入した小黒板等を入れて撮影する。

　　　ｂ．写真には、必要に応じ主要寸法が判定できるよう目盛の記入もしくは、寸法を示す器具を入れて撮影する。

　　　ｃ．材質等の確認には、ラベル、JISマーク等を添えて撮影する。

　　　ｄ．構造物に測定尺をあてる場合は、目盛りの零値点に留意するとともに、寸法読取りの定規は水平又は垂直に正しくあて、かつ定規と直角の方向から撮影する。

　　③　社内検査記録写真の撮影方法は、以下のとおりとする。

　　　ａ．写真には、工事名、撮影箇所、機器名称、検査項目等を明記した小黒板を入れて撮影すること。

　　　ｂ．製作工場または、試験場所で、社内試験状況の把握ができる写真を撮影すること。

　　　ｃ．完成機器の撮影は、機器名称が確認できるように正面及び必要に応じて平面から構成設備毎に撮影することを原則とする。

　　　ｄ．必要に応じ、対象機器の主用途が確認できるように扉を開けた状態で内部の撮影をする。

　　④　完成写真の撮影方法は、以下のとおりとする。

　　　ａ．完成写真は、看板を入れずに撮影すること。

　　　ｂ．着工前、完成の２枚が対比できるよう同じアングルで撮影を行うこと。

　　　ｃ．同じ機器が複数存在する時は、１枚にまとめて撮影しても構わない。また、機器複数が一連の設備となっているものについても、１枚にまとめて撮影してもかまわない。

　(3) その他

　　　①　撮影に当たっては、撮影対象の周囲を整理する。

　　　②　撮影方向はできるだけ同一とする。

　　　③　撮影は、原則として次の工程に移る直前に行う。

　　　④　写真は、必要に応じ遠景との組合せとする。

　　　⑤　夜間工事は、夜間の状況が判断できる写真であること。

　　　⑥　工事着手前に工事に関わる現場施設等に損傷を発見した場合は、日時を入れて損傷部分の撮影を行っておくこと。写真撮影無き場合は、受注者の責により復旧を行うこととなる。

５．提出写真等

　１）原本（画像ファイル等）

　　　①　「石川県電子納品ガイドライン」に従って画像ファイルを整理し、電子媒体により提出する。

②　電子媒体に記録する工事写真の属性情報等は、「デジタル写真管理情報基準」に準じること。

　２）写　真

　　　①　A4版の印刷用紙にサービスサイズ程度の大きさで直接印刷し提出するか、または、サービスサイズ程度の印刷用紙に印刷した上で写真帳に貼り提出する。なお、写真は解像度600dpi以上のフルカラー印刷とし、インク及び印刷用紙は、通常の使用条件のもとで5年間程度に顕著な劣化が生じないものとする。
②　写真は、工事着手前、工事中、工事完了の各段階の記録及び確認ができるように整理する。

③　写真には、撮影情報（撮影場所や工種、撮影状況等）や判読困難な小黒板の文字等の必要事項を添付して整理する。また、必要に応じて、撮影位置や撮影状況等の説明に必要な参考図を添付して整理する。

6． 提出部数及び形式

１）原本（電子媒体）を提出するとともに、写真を１部提出する。

７．その他

　１）工事記録写真は、工事期間中、いつでも確認できるように、常に整理しておかなければならない。なお、写真管理ソフトを用いて、「石川県電子納品ガイドライン」に従って整理する。
工　事　写　真　撮　影　対　象（機械設備工事）

	項　　　目
	撮　影　対　象
	撮　　　影　　　内　　　容

	一般共通事項
	搬入状況
	

	
	工事着工前の状況

（現場状況）
	施工場所を清掃し、墨出しを行った状況の写真

	
	工事中の状況
	各施工工程の途中の写真

	
	工事完了の状況
	各施工工程が完了した状況の写真

	
	各種試験の状況
	各種試験の状況・試験機器の設置状況の写真

	
	発生材
	仕様書等により、引渡しを要するものの整理集積状況

	
	障害物
	形状寸法等

	
	
	処理状況

	土工事
	地中電線路用

マンホール用
	掘削施工前

掘削施工後

埋戻、つき固め状況

	マンホール築造工
ハンドホール築造工
	基礎部分
	割栗石基礎、砂利基礎、コンクリート基礎等別に厚さ、形状、状態を撮影

	
	築造部分
	・現場打ちマンホール

　配筋、型枠、コンクリート仕上り状況をポール、箱尺等で寸法を明示して撮影する。

・組立式マンホール

　搬入、据付等の使用機器の状況、及びポール、箱尺等で寸法を明示して撮影する。

	コンクリート工
（ピット築造工）
	鉄筋工
	鉄筋の配筋状況

	
	レディミクストコンクリート工
	コンクリートのスランプテスト状況

現場打設状況（つき固め状況）

	
	モルタル工
	組立状況

	
	ピット築造工
	組立状況

縁金物の取付状況

	接地工
	A,B,C,D種及びその他
	接地極の種類、接地極と導線の接続及び埋設状況

	架空配線工
	
	掘削状況（使用機械等）

根入れ及び埋設状況

	電線路工
	地中配線工事
	下地処理（砂敷等）の状況

管路の寸法、布設状況

埋戻し状況

	
	配管工事
	下地処理（鉄筋への結束、ダクター等）の状況

布設状況

	
	ラック工事
	下地処理（吊りボルト、固定金物）の状況

布設状況

	
	ダクト工事
	下地処理（固定金物等）の状況

布設状況

	配線工
	電線類の接続
	接続、端末処理の状況

	
	ラック上の布設状況
	ケーブルの結束、整線状況

回路種別、行先等の区別の確認できる状況

貫通部分の処理状況

	
	ダクト内の布設状況
	ケーブルの結束、整線状況

回路種別、行先等の区別の確認できる状況

貫通部分の処理状況

	機器の基礎工
	機器の基礎工事
	基礎の構造がわかるように主要部の状況

	機器据付工
	機器据付状況
	取付け段取りの確認できる状況

支持状況

	塗装工
	各種被塗装材への作業状況
	素地調整（ケレン）から仕上げまでの各工程の状況

	特殊施工
	必要に応じ
	仕様書等で指示されている確認項目の把握ができる状況

	試験工
	検査状況
	各種検査種別の確認ができるものの状況

試験計器等からの結果が確認できる状況


（別　表）　機械設備工事

	区分
	工　　　　程
	撮影箇所及び内容
	撮影頻度
	摘　　要

	一

般

事

項
	施工前及び施工後の状況
	１）施工前と施工後の写真は同一位置、方向から対比できるように撮影する。

２）起点終点の明確なものについては必ずポール等を立て位置を表示する。

３）施工場所が広大で１枚で納まらない場合は、継写とし１枚に整理する。
	施工前後と途中必要に応じて撮影する。
	

	
	機器の基礎施工状況
	１）芯出し状態

２）はつり深さ（躯体鉄筋の露出状態）

３）基礎ボルトと躯体鉄筋の溶接状態

４）型枠組立て状態

５）コンクリート打設状態

６）モルタル仕上げ状態
	適　　宜
	３）について、主要機器はすべて撮影する。


	
	機器搬入据付け状況
	１）据付場所への荷下ろし状態

２）据付中の状態
	適　　宜
	

	
	保安設備の状況
	掘削、または高所作業がある場合
	適　　宜
	

	
	主要機器内部構造の社内組立て状況

　同一機種で複数の機器は、一機種の製品で可とする。

　なお、汎用品は除く。
	撮影対象
	適　　宜
	内部構造がわかるように撮影する。

	
	
	カバー、充填物を取付けた後では、内部構造の確認が困難なもの。

ただし、据付け現場で内部点検できるものは除く。
	例

塔、槽類（脱臭塔、砂ろ過塔、脱硫塔等）

主ポンプ、ブロワ等
	
	

	
	
	摩耗、腐食のおそれのあるもの。
	遠心脱水機

スクリュー式物上げ機等
	
	

	
	埋設又は隠ぺい箇所の配管・配線等の布設状況
	１）埋設深さ

２）埋設する配管の状況
	全　　部
	稼働前の状況がわかるように撮影する

	
	各種内面ライニングその他特殊施工の状況
	１）ライニング等の厚さ

２）ライニング等の方法
	適　　宜
	

	
	塗装又は被作業の工程別施工状況
	素地調整（ケレン）から仕上塗装までの各工程（主要機器）
	適　　宜
	

	
	各種調査状況
	調査実施状況
	適　　宜
	

	
	各種試験状況
	試験実施状況（荷重試験等）
	適　　宜
	

	
	その他必要な箇所
	監督員の指示による。
	適　　宜
	


別表　　　工事写真撮影対象（電気設備工事）

	区分
	工　　　種
	撮　　影　　項　　目
	撮影時期
	撮影頻度

	機 器 製 作 写 真
	機器単体
	組　　立
	組立状況
	組　立
	特に指示がある場合

	
	
	完　　成
	
	完成時
	１　回

	
	試　　験
	出 来 形
	形状寸法
	検測時
	必要に応じて

	
	
	品　　質
	測定試験実施中（試験用機材）
	〃
	測定種別ごと１回

	
	工場試験
	社内検査
工場検査
	試験状況、検査状況
	試験、

検査時
	主要検査項目

	全景写真
	着 手 前
	全景（電気室、発電機室、中央監視室等代表的な電気関連室、代表的な施工現場）
	着手前
	１　回

	
	完　　成
	同上
	完成後
	１　回

	工 事 一 般 写 真
	仮設設備
	使用材料、仮設状況、形状寸法
	施工前

施工後
	１施工箇所

ごとに１回

	
	図面との

不一致
	図面と現地との不一致の写真
	発生時
	必要に応じて

	
	既設設備
	増設部既設状況
	施工前
	１施工箇所

ごとに１回

	
	段階確認
	品質確認状況、出来形確認状況
	施工後
	段階確認ごと

	
	官庁検査
	検査状況
	検査中
	検査ごと

に１回

	安全管理写真
	安全管理
	各種標識類の設置状況
	設置後
	種類ごと

に１回

	
	
	各種保全施設の設置状況、作業環境
	〃
	〃

	
	
	安全訓練等の実施状況
	実施中
	実施ごと
に１回

	工事状況写真
	一般共通事項
	施工部分の着手前状況
	電気室、機械室、発電機基礎等
	着手前
	１施工箇所

ごとに１回

	
	
	
	施工関連箇所
	〃
	〃

	
	
	資材・機器搬入
	機器搬入に要する建設機械、仮設設備の設置状況
	搬入前
	〃

	
	
	
	仮置、搬入状況
	搬入中
	〃

	区分
	工　　　種
	種　　別
	撮　影　項　目
	撮影時期
	撮影頻度

	工　　　　　　事　　　　　　状　　　　　　況　　　　　　写　　　　　　真
	一般共通事項
	資　　材
	資材の規格・表示マーク、寸法等
	搬入時
	資材ごと

	
	
	発 生 材
	整理状況、集積状況、搬出状況　（搬出業者名がわかるもの）
	搬出前
	種別ごとに

１回

	
	
	障害物
	形状寸法等、工事目的物と障害物との関係状況
	発生時

施工中
	必要に応じて

	
	
	各種試験
	各種試験(検査)種別の確認ができる状況のもの、試験計器等から結果が確認できる状況のもの、試験用機材
	試験時
	測定、試験種別ごとに１回

	
	
	そ の 他
	監督員の特に指定する撮影対象
	施工中
	必要に応じて

	
	土　工　事
	地中電路及びマンホール等
	掘削状況、砂敷状況、埋戻状況、締固め状況、全景
	〃
	施工方法ごとに１回

	
	マンホール

築造工事

ハンドホール築造工事
	基 礎 部
	砕石基礎、形状寸法
	〃
	〃

	
	
	築 造 部
	・現場打ちマンホール

　配筋、型枠、コンクリート仕上り状況、ケーブル受枕の取付状況、仕上りＧＬとの関係

・組立式マンホール

　搬入、組立・防水等の施工状況、ケーブル受枕の取付状況、仕上りＧＬとの関係
	〃
	〃

	
	コンクリート工事

(ピット築造工事、盤基礎等)
	地業工事
	砂利又は砕石施工状況、締固め状況
	〃
	〃

	
	
	鉄 筋 工
	鉄筋の配筋状況
	〃
	〃

	
	
	コンクリート工事
	コンクリートのスランプテスト状況、強度試験状況、現場打設状況（内部振動機による締固め状況）、養生
	〃
	〃

	
	
	モルタル工事
	施工状況（厚み、目荒し、接着剤塗布状況等）
	〃
	〃

	
	
	型　　枠
	施工状況
	〃
	〃

	
	
	縁 金 物
	取付状況
	〃
	〃

	
	
	幅　　木
	施工状況
	〃
	〃

	
	電線路工事
	ラック工事
	吊りﾎﾞﾙﾄ、固定金物等の状況、布設状況（吊り間隔、ｴｷｽﾊﾟﾝｼｮﾝｼﾞｮｲﾝﾄ部等）
	〃
	〃

	区分
	工　　　種
	種　　別
	撮　影　項　目
	撮影時期
	撮影頻度

	工　　　　　　事　　　　　　状　　　　　　況　　　　　　写　　　　　　真
	電線路工事
	ダクト工事
	固定金物の状況、布設状況

（固定間隔等）
	施工中
	施工方法ごとに１回

	
	
	バスダクト

工事
	固定金物の状況、布設状況
	〃
	〃

	
	
	アクセスフロア工事
	支持脚施工状況、縁金物施工状況
	〃
	〃

	
	
	防火区画等
	耐熱・耐火処理等の段階ごとの施工状況、認証マーク表示状況
	〃
	〃

	
	
	隠ぺい配管
	布設状況、支持及びボンディングの状況、鉄筋への結束状況
	〃
	〃

	
	
	地中配管工事
	布設状況、埋設シート布設状況、管末防水処理状況、防食処置状況、埋設標柱等の設置状況
	〃
	〃

	
	
	露出配管工事
	布設状況、固定金物等の状況、ボンディングの状況、ﾌﾟﾙﾎﾞｯｸｽの水抜き穴状況
	〃
	〃

	
	配線工事
	延　　線
	使用機材の状況、延線状況
	〃
	〃

	
	
	電線類の接続
	端末処理の状況（高圧ｹｰﾌﾞﾙ）、負荷への接続状況、盤内整線方法ごとの状況
	〃
	〃

	
	
	ラック上の布設状況
	結束、整線状況、ｾﾊﾟﾚｰﾀ取付状況
	〃
	〃

	
	
	ダクト内の布設状況
	同　　上
	〃
	〃

	
	
	ピット内の布設状況
	接地線種別、表示札の取付状況、ｾﾊﾟﾚｰﾀ取付状況
	〃
	〃

	
	
	マンホール・

ハンドホール

内の布設状況
	余長・整線状況、地中電線行先表示札の状況
	〃
	〃

	
	架空配線工事
	建柱、張架
	建柱状況、電柱・支柱根入れ及び埋設状況、支線の施設状況、延線状況、強電線弱電線の離隔状況
	〃
	〃

	
	接地工事
	A,B,C,D種、及びその他
	接地極の種類、接地極と導線の接続及び埋設状況
	〃
	〃

	
	
	離隔等
	各接地極が隣接する場合等の距離状況
	
	

	区分
	工　　　種
	種　　別
	撮　影　項　目
	撮影時期
	撮影頻度

	工　　　　　　事　　　　　　状　　　　　　況　　　　　　写　　　　　　真
	溶接工事
	作業状況
	火災の防止状況、素地調整（ｹﾚﾝ）から仕上げまでの各工程状況
	施工中
	施工方法ごとに１回

	
	塗装工事
	各種被塗装材への作業状況
	素地調整（ｹﾚﾝ）から仕上げまでの各工程状況
	〃
	〃

	
	機械配管工事
	機械配管据付
	水・油・ガス管接合用シール材施工状況、排ガス管の断熱施工状況、固定状況、天井・床・壁貫通処置状況
	〃
	

	
	機器据付工事
	機器の据付等
	段取り、取付け状況、締付けトルクの確認状況、水平・垂直の確認状況、電線引込口の小動物等侵入防止状況、少量危険物等との離隔状況
	〃
	〃

	
	その他
	基礎ボルト
	埋設深さ、鉄筋結束状況、ドリル径、穴あけ深さ
	〃
	〃

	
	
	盤等架台の据付等
	段取・取付状況、締付けトルクの確認状況、水平・垂直の確認状況
	〃
	〃

	
	
	防波管等の据付
	固定金物の状況、スカム防止穴の位置状況、排泥部の状況
	〃
	〃

	
	
	機器周り等の防水・防湿・開口部処置
	シール状況、水抜き穴状況、開口部処置状況
	〃
	〃


（付　則　７）

工 事 完 成 図 書 等 作 成 要 領

	番号
	図　書　名
	規　　格
	部数
	内　　　　　容

	１
	工事完成図
	Ａ４版製本

（折込）
	２
	「機器設計製作の承諾図書」（付則４－表１）の１番～８番、「施工設計の承諾図書」（付則５－表１）の１番、４番に相当する完成時のもの

	1.2
	その他工事完成時図書
	Ａ４版製本
	２
	「機器設計製作の承諾図書」（付則４－表１）の１番、9～13、「施工設計の承諾図書」（付則５－表１）の２番、５番

	1.3
	機器取扱い説明書
	Ａ４版製本
	２
	運転操作に関する説明書を添付する。

	1.4
	検査試験成績表
	Ａ４版製本
	２
	

	1.5
	組織表

ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ
	Ａ４版製本
	２
	緊急連絡先を含む。

	1.6
	施工管理記録
	Ａ４版製本
	２
	日本下水道事業団「機械設備工事必携（施工編）」に準拠する。

	２
	電子成果品
	CD-R
	２
	別に定める「石川県電子納品ガイドライン」による。

	３
	運転操作に関する説明書
	Ａ４版
	２
	

	４
	官公庁手続書類
	Ａ４版製本
	２
	

	５
	工事記録写真集
	Ａ４版
	１
	「機械・電気設備工事記録写真作成要領」（付則６）による。


　（注）１番、３番、４番、５番のＡ４版製本は、監督員の了解を得て、一括（分冊含む）製本することができる。

　　　　原図は必要としない。図面等についてはCADデータとし、青焼き不可とする。

（付　則　８）完成図書表紙の様式

１．表　紙　　黒厚表紙（金文字）

２．形　式

(1) 表紙・背表紙の書体は、明朝体とする。

(2) 表紙・背表紙の文字の大きさは、次のとおりとする。

表　紙

　　　　　　　　　　　　　　　［製本Ａ４版］　　［製本Ａ４版］

	◎

◎

◎

◎


	犀川左岸流域下水道

設備○号工事

（○○○設備）

完成図書

平成○年度

石川県

○○○株式会社
	｝　２号

｝　２号

｝　２号

｝　１号

｝　３号

｝　１号

｝　２号
	　　　２号　　　　　　　　１号　　　　　　　　　　　　　１号

　　　２号

　　　２号　　　　　　　　１号　　　　　　　　　　　　　１号
	犀川左岸流域下水道　　　　平成○年度　　　　　　　　　　石川県

設備○号工事

（○○○設備）　　　完成図書　　　　　　　　　　　○○○株式会社
	　　書体

　　　明朝体

　　活字の

　　　大きさ

　　　２号


(3) 製本Ａ４版は、パイプ式ファイルとすること。

(4) 目次及び通し番号を付ける。

(5) 会社名は１回り小さくする。

(6) 平成○年度は、完成年度とする。

(7) 活字の大きさ

１号　　9.664mm

２号　　7.379mm

３号　　5.325mm

（付　則　９）

工　事　標　示　板　の　作　成　例

	200cm
	
	
	工　　　事　　　標　　　示　　　板

	
	
	
	工　　事　　名
工　　　　　期
発　注　者　名
（電　話）

工事受注者名
同現場責任者名
（電　話）


	　　犀川左岸流域下水道設備○号工事

　　　　　　　　　（○○○○○○設備）

　　自　　平成　　年　　月　　日

　　至　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　

　　石川県環境部水環境創造課
　　○○○○株式会社

　　○　○　○　○

	
	
	

	
	
	

	
	
	160cm


（付　則　10）
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（付　則　11）

仕　様　変　更　申　請　書

平成　　年　　月　　日
石川県環境部水環境創造課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

監督員
	職名　 氏　　　　　　名 　殿
	
	工　　　期
	 自　平成　　年　　月　　日

	
	
	
	 至　平成　　年　　月　　日

	工事名
	
	
	受　注　者
	

	
	
	
	現場代理人
	印


	種　　別
	細　　則
	変　更　項　目
	変更理由
	設計変更

の要否
	摘　　要

	
	
	変更前仕様
	変更後仕様
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


	承諾する　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
	監　　督　　員
	石川県環境部水環境創造課

	
	
	


（注）　１．設計変更の要否欄は設計変更（契約変更）の措置の要否について監督員が記入するものとする。

　　　　２．用紙の大きさは日本工業規格Ａ列４横とする。

（付　則　12）

電気設備工事との取合い区分表

	
	電気設備工事との区分

「2－2－17　電気設備工事との取合い」
	機械設備工事に含む機械側制御盤の有無

	１．共通設備

　①　ポンプ設備

　　§１　無閉塞形汚泥ポンプ


…………………………

§２　吸込スクリュー付汚泥ポンプ………………

§３　水中汚泥ポンプ………………………………

§４　吸込スクリュー付水中汚泥ポンプ…………

§５　床排水ポンプ…………………………………

§６　給水ポンプ……………………………………

§７　水中用水ポンプ………………………………

§８　水中ミキサ……………………………………

§９　圧力タンク式給水ユニット…………………

　②　制水弁設備

　　§１　電動仕切弁……………………………………

§２　蝶形弁…………………………………………

§３　偏心構造弁……………………………………

§４　手動仕切弁……………………………………

§５　逆止弁（雨水、汚水用）……………………

§６　ソフトシール仕切弁…………………………

§７　テレスコープ弁………………………………

　③　空気配管用弁設備

　　§１　送気配管………………………………………

§２　逆止弁（空気用）……………………………

§３　電動仕切弁（空気用）………………………

§４　蝶形弁（空気用）……………………………

　④　ゲート設備

　　§１　鋳鉄製ゲート（沈砂池用）…………………

§２　鋳鉄製ゲート（水処理用）…………………

§３　鋳鉄製可動堰…………………………………

　⑤　空気圧縮設備

　　§１　可搬式小型空気圧縮機………………………

§２　空気槽…………………………………………

§３　除湿器…………………………………………

　⑥　搬出設備

　　§１　搬出ベルトコンベヤ…………………………

§２　ホッパ…………………………………………

　⑦　クレーン設備

　　§１　電動天井クレーン……………………………

§２　ダブルレールホイスト式天井クレーン……

§３　シングルレールホイスト式天井クレーン…

§４　手動式天井クレーン（クラブ式）…………

§５　手動式天井クレーン（ギャードトロリチェーンブロック式）……………………………
	(a)

(a)

(f)

(f)

(f)

(a)

(f)

(f)

(b)

(a)

※

(a)

※

－

－

－

－

※

(a)

※

電動式(a)

電動式(a)

－

(a)

※

(b)

(a)

(b)

(c)

(c)

(c)

－

－
	○

○

○

○

○



	
	※　弁類等において、電動式の場合(a)、手動式でリミット等の接点付の場合は接点渡しとする。

	
	電気設備工事との区分

「2－2－17　電気設備工事との取合い」
	機械設備工事に含む機械側制御盤の有無

	§６　ホイスト………………………………………

§７　チェーンブロック

§７－１　手動式チェーンブロック………………

§７－２　電動式チェーンブロック………………

２．沈砂池設備

　①　ゲート設備
　　§１　鋳鉄製ゲート（沈砂池用）…………………

　②　除じん機械設備

　　§１　スクリーン……………………………………

　　§２　ロープ式けんすい形除じん機………………

　　§３　ロープ式台車形除じん機……………………

　　§４　連続式自動除じん機…………………………

　　§５　間欠式自動除じん機（回転アーム型）……

　　§６　間欠式自動除じん機（伸縮アーム型）……

　　§７　裏がき式連続自動スクリーン………………

　　§８　ベルト走行式自動スクリーン………………

　　§９　脱水機構付円筒スクリーンユニット………

　　§10　脱水機構付裏かきスクリーンユニット……

　　§11　脱水機構付ドラム状スクリーン……………

　③　除砂機械設備

　　§１　バケットコンベヤ沈砂かき揚げ機…………

　　§２　噴射式揚砂装置

　　§２－１　揚砂機……………………………………

　　§２－２　集砂装置…………………………………

　　§２－３　噴射式揚砂用沈砂分離機………………

　　§２－４　加圧水ポンプ（陸上ポンプ）…………

　　§２－５　加圧水ポンプ（水中ポンプ）…………

　　§２－６　加圧水タンク（鋼板製）………………

　　§２－７　加圧水タンク（パネルタンク）………

　　§３　　　スクリュー式沈砂かき寄せ機…………

　④　沈砂処理設備

　　§１　洗浄装置付トラフコンベヤ…………………

　　§２　サイクロン……………………………………

　　§３　沈砂洗浄機（ドラム回転式）………………

　　§４　沈砂・しさ洗浄機（機械撹拌式）…………

　⑤　しさ処理設備

　　§１　しさ洗浄機（機械撹拌式）…………………

　　§２　しさ洗浄機（圧力水噴射式）………………

　　§３　しさ脱水機（ローラ式）……………………

　　§４　しさ脱水機（スクリュー式）………………

　　§５　しさ脱水機（二軸対向スクリュー式）……

　⑥　搬出設備

　　§１　沈砂・しさ搬出ベルトコンベヤ……………

　　§２　スキップホイスト……………………………

　　§３　沈砂・しさ貯留ホッパ………………………

　　§４　鋼製しさコンテナ……………………………


	 (c)

－

 (c)

電動式(a)

－

(c)又は(d)

(c)又は(d)

(a)

(a)

(a)

(a)

(a)

(d)

(d)

(a)

(a)

(a)

(a)

(a)

(a)

(f)

－

－

(a)

(a)

－

(a)

(a)

(a)

(a)

(b)

(a)

(a)又は(b)

(a)

(a)

(b)

－
	○

○

○

○

○

○

○

（○）

○

	
	電気設備工事との区分

「2－2－17　電気設備工事との取合い」
	機械設備工事に含む機械側制御盤の有無

	　　§５　樹脂製しさコンテナ…………………………

　⑦　その他設備

　　§１　破砕機（二軸差動式）………………………

　　§２　破砕機（ドラム回転式）……………………

３．主ポンプ設備

　①　主ポンプ設備

　　§１　立軸渦巻斜流ポンプ…………………………

　　§２　立軸斜流ポンプ………………………………

　　§３　水中汚水ポンプ（口径150mm以上）………

　　§４　水中汚水ポンプ

(口径150mm以上80mm未満) ………………

　　§５　吸込スクリュー付水中汚水ポンプ…………

　　§６　先行待機形立軸斜流ポンプ…………………

§７　減速機搭載形立軸斜流ポンプ………………

　②　制水弁設備

　　§１　電動仕切弁……………………………………

　　§２　電動蝶形弁……………………………………

　　§３　逆止弁（雨水、汚水用）……………………

　　§４　フラップ弁……………………………………

　③　電動機設備

　　§１　電動機…………………………………………

　　§２　起動制御装置…………………………………

　　§３　液体速度制御装置……………………………

　④　内燃機関設備

　　§１　ポンプ駆動用ディーゼル機関………………

　　§２　ポンプ駆動用横軸ガスタービン……………

　　§３　燃料貯留タンク………………………………

　　§４　燃料小出槽……………………………………

　⑤　減速機設備

　　§１　かさ歯車減速機………………………………

　　§２　複合減速機(流体継手内蔵型傘歯車減速機)…
　⑥　天井クレーン設備

　　§１　電動式天井クレーン…………………………

§２　ダブルレールホイスト式天井クレーン……

§３　シングルレールホイスト式天井クレーン…
§４　手動式天井クレーン（クラブ式）…………

§５　手動式天井クレーン（ギャードトロリチェーンブロック式）……………………………

§６　ホイスト………………………………………

§７　チェーンブロック

§７－１　手動式チェーンブロック………………

§７－２　電動式チェーンブロック………………

　⑦　冷却設備

　　§１　管内クーラー…………………………………

４．送風機設備

　①　送風機設備
	－

(b)

(a)

(a)

(a)

(f)

(f)

(f)

(a)

(a)

(a)

(a)

－

－

(a)

(f)

(a)

(a)

(e)

※

※

(a)

(a)

(c)

(c)

(c)

－

－

(c)

－
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－
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	電気設備工事との区分

「2－2－17　電気設備工事との取合い」
	機械設備工事に含む機械側制御盤の有無

	　　§１　直結式多段ターボブロワ……………………

　　§２　歯車増速式単段ターボブロワ………………

　　§３　ロータリ（ルーツ式）ブロワ………………

　　§４　鋼板製直結式多段ターボブロワ……………

　②　電動機設備

　　§１　高圧電動機……………………………………

　　§２　低圧電動機……………………………………

　③　集中強制潤滑設備

　　§１　潤滑油タンク…………………………………

　　§２　潤滑油ポンプ…………………………………

　　§３　潤滑油冷却器…………………………………

　　§４　潤滑油ヘッドタンク…………………………

　④　冷却水設備

　　§１　冷却水ポンプ…………………………………

　　§２　冷却塔…………………………………………

　⑤　空気ろ過設備

　　§１　湿式空気ろ過器………………………………

　　§２　乾式空気ろ過器（自動巻取型）……………

　　§３　乾式空気ろ過器（ろ材自動清掃型）………

　　§４　乾式空気ろ過器（吹き流し型）……………

　⑥　配管弁設備

　　§１　送気配管………………………………………

　　§２　逆止弁（空気用）……………………………

　　§３　電動仕切弁……………………………………

　　§４　蝶形弁…………………………………………

　⑦　天井クレーン設備

　　§１　電動式天井クレーン…………………………

§２　ダブルレールホイスト式天井クレーン……

§３　シングルレールホイスト式天井クレーン…
§４　手動式天井クレーン（クラブ式）…………

§５　手動式天井クレーン（ギャードトロリチェーンブロック式）……………………………

§６　ホイスト………………………………………

§７　チェーンブロック

§７－１　手動式チェーンブロック………………

§７－２　電動式チェーンブロック………………

５．最初沈殿池設備

　①　汚泥掻寄機

§１－１　汚泥掻寄機（チェーンフライト式：ステンレスブッシュドチェーン）…………

§１－２　汚泥掻寄機（チェーンフライト式：合成樹脂チェーン）…………………………

§２　汚泥掻寄機（中央駆動懸垂形）……………

§３　汚泥掻寄機（中央駆動支柱形）……………

②　ゲート設備
	(a)

(a)

(a)

(a)

(a)

(a)

※

(a)

※

※

(a)

(a)

(b)

(b)

(b)

(b)

－

－

(a)

※

(c)

(c)

(c)

－

－

(c)
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(c)

(a)

(a)

(a)
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○
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	※圧力、レベル、リミット等の接点付の場合は接点渡しとする。

	
	電気設備工事との区分

「2－2－17　電気設備工事との取合い」
	機械設備工事に含む機械側制御盤の有無

	　　§１　鋳鉄製ゲート（水処理用）…………………

§２　鋳鉄製可動堰…………………………………

　③　スカム除去設備

　　§１　矩形池用手動式パイプスキマ………………

§２　矩形池用電動式パイプスキマ………………

§３　無動力式スカム除去装置……………………

§４　円形池用手動式パイプスキマ………………

§５　円形池用電動式パイプスキマ………………

　④　スカム分離設備

　　§１　かご式スカム分離機…………………………

§２　回転スクリーン式スカム分離機……………

§３　脱水機構付裏掻スカムユニット……………

　⑤　汚泥ポンプ設備

　　§１　無閉塞形汚泥ポンプ…………………………

§２　吸込スクリュー付汚泥ポンプ………………

§３　手動仕切弁……………………………………

§４　逆止弁（汚水用）……………………………

§５　電動仕切弁……………………………………

§６　偏心構造弁……………………………………

§７　水中汚泥ポンプ………………………………

§８　吸込スクリュー付水中汚泥ポンプ…………

　⑥　雑排水設備

　　§１　床排水ポンプ…………………………………

６．反応タンク設備

　①　多孔性散気設備

　　§１　散気筒…………………………………………

　　§２　散気板…………………………………………

　②　全面曝気式散気設備

　　§１　全面曝気式散気装置…………………………

　③　超微細気泡散気設備

　　§１　超微細気泡散気装置…………………………

　③　非多孔性散気設備

　　§１－１　散気器（Ａ形）…………………………

　　§１－２　散気器（Ｂ形）…………………………

　④　散気装置吊上設備

　　§１　吊上装置………………………………………

　⑤　消泡設備

　　§１　消泡ノズル……………………………………

　⑥　配管設備

　　§１　送気配管………………………………………

　⑦　ゲート設備

　　§１　鋳鉄製ゲート（水処理用）…………………

　　§２　鋳鉄製可動堰…………………………………
	－

－

－

(a)

－

－

(a)

－

(a)

(b)

(a)

(a)

※

※

(a)

※

(f)

(f)

(f)

－

－

－

－又は(b)*2

－

－

電動式（ｺﾝｾﾝﾄ取合）

－

－

－

－
	○

（○）*2



	
	※弁類等において、電動式の場合は(a)、手動式でリミット等の接点付の場合は接点渡しとする。

*2自動圧損上昇予防装置を設置する場合

	
	電気設備工事との区分

「2－2－17　電気設備工事との取合い」
	機械設備工事に含む機械側制御盤の有無

	　⑧　機械式曝気設備
　　§１　水中撹拌式曝気装置…………………………

　　§２　縦軸型オキシデーションディッチ用機械式

曝気装置………………………………………

§３　横軸型オキシデーションディッチ用機械式

曝気装置………………………………………

　　§４　スクリュー型オキシデーションディッチ用機械式曝気装置…………………………………

　⑨　好気性ろ床設備

　　§１　好気性ろ床……………………………………

７．最終沈殿池設備

　①　汚泥掻寄機
§１－１　汚泥掻寄機（チェーンフライト式：ステンレスブッシュドチェーン）…………

§１－２　汚泥掻寄機（チェーンフライト式：合成樹脂チェーン）…………………………

§２　汚泥掻寄機（中央駆動懸垂形）……………

§３　汚泥掻寄機（中央駆動支柱形）……………

　②　ゲート設備

　　§１　鋳鉄製ゲート（水処理用）…………………

　　§２　鋳鉄製可動堰…………………………………

　③　スカム除去設備

　　§１　矩形池用手動式パイプスキマ………………

§２　矩形池用電動式パイプスキマ………………

§３　無動力式スカム除去装置……………………

§４　円形池用手動式パイプスキマ………………

§５　円形池用電動式パイプスキマ………………

　④　スカム分離設備

　　§１　かご式スカム分離機…………………………

　⑤　汚泥ポンプ設備

　　§１　無閉塞形汚泥ポンプ…………………………

§２　吸込スクリュー付汚泥ポンプ………………

§３　手動仕切弁……………………………………

§４　逆止弁…………………………………………

§５　電動仕切弁……………………………………

§６　偏心構造弁……………………………………

§７　水中汚泥ポンプ………………………………

§８　吸込スクリュー付水中汚泥ポンプ…………

８．消毒設備

　①　次亜塩素酸ソーダ注入設備
§１　次亜塩素酸ソーダ注入ポンプ………………

（ﾌﾟﾗﾝｼﾞｬ油圧駆動ﾀﾞｲﾔﾌﾗﾑ式定量ﾎﾟﾝﾌﾟ）
	(f)

(a)

(a)

(f)

接点渡し（ユニット装置支給）
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(a)

(a)
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－

－
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－
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	※弁類等において、電動式の場合は(a)、手動式でリミット等の接点付の場合は接点渡しとする。



	
	電気設備工事との区分

「2－2－17　電気設備工事との取合い」
	機械設備工事に含む機械側制御盤の有無

	　　§２　次亜塩素酸ｿｰﾀﾞ注入ﾎﾟﾝﾌﾟ式定量ﾎﾟﾝﾌﾟ……
　　　　　（一軸ねじマグネットカップリング式）
§３　次亜塩素酸ソーダ貯留槽……………………
　②　その他設備

§１　塩素接触装置（水路設置型）………………
９．用水設備

　①　用水処理設備

　　§１　圧力式砂ろ過器………………………………

　　§２　浮上ろ材ろ過器………………………………

　　§３　移床式上向流連続式砂ろ過器………………

　　§４　自動洗浄ストレーナ…………………………

　　§５　水中用水ポンプ………………………………

　　§６　回転ドラム式ろ過器…………………………

10．汚泥濃縮設備

　①　重力濃縮設備

　　§１　汚泥掻寄機（中央駆動懸垂形）……………

　　§２　汚泥掻寄機（中央駆動支柱形）……………

　②　機械濃縮設備

　　§１　遠心濃縮機……………………………………

　　§２　ベルト型ろ過濃縮機…………………………

　③　常圧浮上濃縮設備

　　§１　常圧浮上濃縮装置……………………………

　　§２　空気圧縮機……………………………………

　　§３　除湿器…………………………………………

　　§４　起泡用水ポンプ………………………………

　　§５　凝集剤注入ポンプ……………………………

　　§６　凝集剤溶解槽…………………………………

　　§７　凝集剤供給機…………………………………

　　§８　起泡助剤注入ポンプ…………………………

　　§９　起泡助剤希釈槽………………………………

　　§10　汚泥供給ポンプ………………………………

　　§11　脱気槽…………………………………………

　④　汚泥ポンプ設備

　　§１　無閉塞形汚泥ポンプ…………………………

§２　吸込スクリュー付汚泥ポンプ………………

§３　水中汚泥ポンプ………………………………

§４　吸込スクリュー付水中汚泥ポンプ…………

§５　手動仕切弁……………………………………

§６　逆止弁…………………………………………

§７　電動仕切弁……………………………………

§８　偏心構造弁……………………………………

　⑤　その他設備

　　§１　汚泥貯留槽曝気装置…………………………
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	※弁類等において、電動式の場合は(a)、手動式でリミット等の接点付の場合は接点渡しとする。

	
	電気設備工事との区分

「2－2－17　電気設備工事との取合い」
	機械設備工事に含む機械側制御盤の有無

	11．汚泥消化タンク設備

①　センタードーム設備
§１　センタードーム装置…………………………

§２　センタードーム安全装置……………………

§３　ガス撹拌装置…………………………………

§４　機械撹拌装置…………………………………

§５　低速型機械撹拌装置…………………………

§６　蒸気吹込装置…………………………………

②汚泥ポンプ設備

§１　無閉塞形汚泥ポンプ…………………………

§２　吸込スクリュー付汚泥ポンプ………………

§３　手動仕切弁……………………………………

§４　逆止弁…………………………………………

§５　電動仕切弁……………………………………

§６　偏心構造弁……………………………………

　③ガス撹拌設備

　　§１　消化ガス撹拌ブロワ…………………………

　　§２　消化ガス安全装置……………………………

　④脱硫設備

　　§１　連続式乾式脱硫装置…………………………

§２　間欠式乾式脱硫装置…………………………

§３　クレーン装置…………………………………

　⑤ガス貯留タンク設備

　　§１　乾式低圧ガスホルダ…………………………

　⑥加温設備

　　§１　蒸気ボイラ……………………………………

　　§２　オイルサービスタンク………………………

　　§３　軟水装置………………………………………

　　§４　軟水タンク……………………………………

　　§５　給水ポンプ……………………………………

　　§６　原水タンク……………………………………

　　§７　原水ポンプ……………………………………

　　§８　地上定置式重油タンク………………………

　　§９　地下重油貯蔵タンク…………………………

　　§10　油移送ポンプ…………………………………

　　§11　煙道……………………………………………

　　§12　煙突……………………………………………

　　§13　スチームヘッダ………………………………

　　§14　配管（ガス、蒸気）…………………………

　⑦　温水器設備

　　§１　温水器…………………………………………

　　§２　オイルサービスタンク………………………

　　§３　温水ポンプ……………………………………

　　§４　地上定置式重油タンク………………………
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－

－

(a)

(a)

－

(a)

(a)

※

※

(a)

※
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－
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(c)電動の場合
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(b)
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－

－
	○(ﾎﾞｲﾗ操作盤)

○(ﾎﾞｲﾗ操作盤)

○(ﾎﾞｲﾗ操作盤)

○(ﾎﾞｲﾗ操作盤)

○(ﾎﾞｲﾗ操作盤)

○(ﾎﾞｲﾗ操作盤)

○(ﾎﾞｲﾗ操作盤)

○(ﾎﾞｲﾗ操作盤)

○(ﾎﾞｲﾗ操作盤)

○(ﾎﾞｲﾗ操作盤)

○(ﾎﾞｲﾗ操作盤)

○(ﾎﾞｲﾗ操作盤)

	
	(b)

(b)

(b)

(b)
	○(温水器操作盤)

○(温水器操作盤)

○(温水器操作盤)

○(温水器操作盤)

	
	※弁類等において、電動式の場合は(a)、手動式でリミット等の接点付の場合は接点渡しとする。

	
	電気設備工事との区分

「2－2－17　電気設備工事との取合い」
	機械設備工事に含む機械側制御盤の有無

	§５　地下重油貯蔵タンク…………………………

　　§６　油移送ポンプ…………………………………

　　§７　煙道……………………………………………

　　§８　煙突……………………………………………

　⑧　熱交換器設備

　　§１　二重管式汚泥熱交換器………………………

　　§２　スパイラル式汚泥熱交換器…………………

　⑨　余剰ガス燃焼設備

　　§１　余剰ガス燃焼装置……………………………
12．汚泥脱水設備

　①　加圧形脱水設備
　　§１　加圧ろ過機……………………………………

　　§２　汚泥打込ポンプ………………………………

　②　遠心形脱水設備

　　§１－１　遠心脱水機（標準型）…………………

　　§１－２　遠心脱水機（高効率型）………………

　③　ベルトプレス形脱水設備

　　§１－１　ベルトプレスろ過機（標準型）………

　　§１－２　ベルトプレスろ過機（高効率型）……

　④　多重円板型脱水機

　　§１　多重円板型脱水機……………………………

　⑤　造粒調質設備（ベストシステム）

　　§１　造粒調質ユニット……………………………

　　§２　無機凝集剤貯留タンク………………………

　　§３　無機凝集剤供給ポンプ………………………

　　§４　両性高分子凝集剤受入ホッパ及び供給機…

　　§５　両性高分子凝集剤溶解タンク………………

　　§６　両性高分子凝集剤供給ポンプ………………

　⑥　多重板型スクリュープレス脱水機

　　§１　多重板型スクリュープレス脱水機…………

　⑦　圧入式スクリュープレス脱水機

　　§１　圧入式スクリュープレス脱水機……………

⑧　回転加圧脱水機設備

　　§１　回転加圧脱水機………………………………

⑨　給泥設備

　　§１　破砕ポンプ……………………………………

　　§２　無閉塞形汚泥ポンプ…………………………

　　§３　一軸ネジ式汚泥ポンプ………………………

　　§４　汚泥サービスタンク…………………………

　　§５　凝集混和タンク………………………………

　　§６　汚泥貯留タンク用ミキサ……………………

　⑩　脱水ケーキ搬送貯留設備

　　§１　ケーキ搬送コンベヤ…………………………

　　§２　脱水ケーキ移送ポンプ（一軸ネジ式ポンプ）…
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	※圧力、レベル、リミット等の接点付の場合は接点渡しとする。

	
	電気設備工事との区分

「2－2－17　電気設備工事との取合い」
	機械設備工事に含む機械側制御盤の有無

	　　§３　脱水ケーキ移送ポンプ（ピストン式ポンプ）…
　　§４　ケーキ貯留ホッパ……………………………
⑪　無機凝集剤用薬注設備

　　§１　無機凝集剤貯留タンク………………………

　　§２　塩鉄希釈タンク………………………………

　　§３　薬液供給ポンプ………………………………

　　§４　消石灰サイロ…………………………………

　　§５　消石灰輸送コンベヤ…………………………

　　§６　消石灰２次ホッパ……………………………

　　§７　消石灰定量供給機……………………………

　　§８　消石灰溶解タンク……………………………

⑫　高分子凝集剤用薬注設備

　　§１　薬品受入ホッパ及び供給機…………………

　　§２　薬品溶解タンク………………………………

　　§３　薬液供給ポンプ（一軸ネジ式）……………

　⑬　付帯設備

　　§１　給水ポンプ…………………………………

§２　空気槽………………………………………

§３　除湿器………………………………………

１３．流動焼却設備

　①　受入供給装置
　　§１　ケーキ貯留サイロ…………………………

　　§２－１　ケーキ受入ホッパ（多軸スクリュー式）…
　　§２－２　ケーキ受入ホッパ（かき寄せ式）…

　　§３－１　ケーキ移送ポンプ（一軸ネジ式）…

　　§３－２　ケーキ移送ポンプ（ピストン式）…

　　§４－１　ケーキ定量フィーダ（多軸スクリュー式）…
　　§４－２　ケーキ定量フィーダ（かき寄せ式）…
　　§５－１　ケーキ供給ポンプ（一軸ネジ式）…

　　§５－２　ケーキ供給ポンプ（ピストン式）…

　　§６－１　しさホッパ（多軸スクリュー式）…

　　§６－２　しさホッパ（揺動式）………………

　　§７　しさ破砕機…………………………………

　　§８　しさホッパ（スクリュー式）……………

　　§９－１　搬送コンベヤ（バケットコンベヤ）…
　　§９－２　搬送コンベヤ（フライトコンベヤ）…
　　§９－３　搬送コンベヤ（スクリューコンベヤ）…
　　§10　計量コンベヤ………………………………

　②　焼却装置

　　§１　流動焼却炉…………………………………

　　　　　　

ケーキ投入機……………………………

　　　　　　補助燃料装置（メインバーナ）………

　　　　　　補助燃料装置（オイルガン）…………

　　　　　　補助燃料装置（ガスガン）……………
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(b)分析装置
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	電気設備工事との区分

「2－2－17　電気設備工事との取合い」
	機械設備工事に含む機械側制御盤の有無

	　　§２　流動ブロワ…………………………………

　　§３　砂冷却コンベヤ……………………………

　　§４　砂選別機……………………………………

　　§５－１　砂搬送コンベヤ（バケットコンベヤ）…
　　§５－２　砂搬送コンベヤ（フライトコンベヤ）…
　　§５－３　砂搬送コンベヤ（スクリューコンベヤ）…
　③　燃料装置

　　§１　燃料タンク…………………………………

　　§２　オイルポンプ………………………………

　　§３　オイルサービスタンク……………………

　　§４　ガス昇圧ブロワ……………………………

　　§５　バーナブロワ………………………………

　④　熱回収装置

　　§１　空気予熱器…………………………………

　　§２　空気冷却器…………………………………

　　§３　冷却空気ファン……………………………

　　§４　白煙防止予熱器……………………………

　　§５　白煙防止ファン……………………………

　⑤　集塵装置

　　§１　バグフィルタ………………………………

　　§２　サイクロン…………………………………

　　§３－１　サイクロン灰搬出機(ロータリーバルブ)…
　　§３－２　サイクロン灰搬出機（ダンパ式）…

　　§３－３　サイクロン灰搬出機（スクリュー式）…
　　§４　乾式電気集塵機……………………………

　　§５－１　灰搬送コンベヤ（バケットコンベヤ）…
　　§５－２　灰搬送コンベヤ（フライトコンベヤ）…
　　§５－３　灰搬送コンベヤ（スクリューコンベヤ）…
　　§６　灰ホッパ……………………………………

　　§７－１　灰加湿機（パドル式）………………

　　§７－２　灰加湿機（パンミキサ）……………

　⑥　排煙処理装置

　　§１　排煙処理塔…………………………………

　　§２　苛性ソーダタンク…………………………

　　§３　苛性ソーダ供給ポンプ……………………

　　§４　湿式電気集塵機……………………………

　　§５　誘引ファン…………………………………

　　§６　煙突…………………………………………

　⑦　用水設備

　　§１　給水ポンプ…………………………………

　　§２　自動給水装置………………………………

　　§３　排水ポンプ…………………………………

　　§４　床排水ポンプ………………………………

　　§５　空気圧縮機…………………………………

　　§６　空気槽………………………………………

　　§７　除湿器………………………………………
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(b)分析装置
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※

(a)
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○分析装置
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	電気設備工事との区分

「2－2－17　電気設備工事との取合い」
	機械設備工事に含む機械側制御盤の有無

	　⑧　ダクト及び配管

　　§１　ダクト………………………………………

　　§２　配管…………………………………………

　⑨　共通設備

　　§１　鋼製架台……………………………………

　　§２　機械基礎……………………………………

１４．脱臭設備

　①　臭気ガス吸引装置

　　§１　吸引ファン…………………………………

　　§２　換気用風道及びダンパ……………………

　②　薬液洗浄脱臭装置

　　§１　立形薬液洗浄塔……………………………

　　§２　横形薬液洗浄塔……………………………

　　§３　薬液貯留タンク……………………………

　　§４　薬液注入ポンプ……………………………

　　§５　循環タンク…………………………………

　　§６　循環ポンプ…………………………………

　　§７　中和タンク…………………………………

④　オゾン及び薬液脱臭装置

　　§１　オゾン発生装置……………………………

　　§２　オゾン反応塔………………………………

　　§３　薬液貯留タンク……………………………

　　§４　薬液注入ポンプ……………………………

　　§５　循環タンク…………………………………

　　§６　循環ポンプ…………………………………

　④　残留オゾン除去装置（薬液洗浄）

　　§１　残留オゾン除去塔…………………………

　　§２　薬液貯留タンク……………………………

　　§３　薬液注入ポンプ……………………………

　　§４　循環タンク…………………………………

　　§５　循環ポンプ…………………………………

　⑤　残留オゾン除去装置（接触分解槽）

　　§１　残留オゾン接触分解槽……………………

　⑥　吸着脱臭装置

　　§１　吸着塔………………………………………

　⑦　土壌脱臭装置

　　§１　土壌脱臭床…………………………………

　⑧　充填塔式生物脱臭装置

　　§１　充填塔式生物脱臭装置……………………
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	※圧力、レベル、リミット等の接点付の場合は接点渡しとする。


（付　則　13）

安　全　装　置　一　覧　表　（案）

	施設名
	設　備　名
	機　　　器　　　名
	対象

形式
	対象動作
	減速機内蔵トルクリミッター
	過電流検出器

	沈　砂　池　機　械　設　備
	ゲート設備
	鋳鉄製ゲート
	電動
	
	○
	

	
	除じん機械設備
	ロープ式懸垂形除塵機
	
	
	○
	

	
	
	ロープ式台車形除塵機
	
	かき揚げ
	○
	

	
	
	連続式自動除塵機
	
	
	○
	○

	
	
	間欠式自動除塵機
	
	
	○
	○

	
	除砂機械設備
	パケットコンベヤ沈砂掻揚機
	
	
	○
	○

	
	
	ジブクレーン形揚砂機
	
	巻き上げ
	○
	

	
	
	門形揚砂機
	
	巻き上げ
	○
	

	
	
	走行式バケットコンベヤ揚砂機
	
	巻き上げ
	○
	○※

	
	沈砂処理設備
	洗浄装置付トラフコンベヤ
	
	
	○
	○

	
	
	沈砂洗浄機（ドラム回転式）
	
	
	○
	

	
	
	沈砂・しさ洗浄機（機械撹拌式）
	
	
	○
	

	
	しさ処理設備
	しさ洗浄機（機械撹拌式）
	
	
	○
	

	
	
	しさ脱水機（スクリュー式）
	
	
	○
	

	
	搬出装置
	搬出ベルトコンベヤ
	チェーン駆動
	
	○
	

	
	
	ホッパ
	電動
	
	○
	

	主ポンプ設　　備
	制水弁設備
	電動仕切弁
	
	
	○
	

	
	
	電動蝶形弁
	
	
	○
	

	最初沈殿
池 設 備
	最初沈殿池設備
	汚泥掻寄機（チェンフライト式）
	
	
	○
	○

	
	
	汚泥掻寄機（中央駆動懸垂形）
	
	
	○
	

	
	
	汚泥掻寄機（中央駆動支柱形）
	
	
	○
	

	
	
	汚泥掻寄機（周辺駆動形）
	
	
	○
	

	最終沈殿池 設 備
	最終沈殿池設備
	回転スクリュー式スカム分離機
	
	
	○
	

	
	
	汚泥掻寄機（チェンフライト式）
	
	
	○
	○

	
	
	汚泥掻寄機（中央駆動懸垂形）
	
	
	○
	

	
	
	汚泥掻寄機（中央駆動支柱形）
	
	
	○
	

	
	
	汚泥掻寄機（周辺駆動形）
	
	
	○
	

	汚泥消化タ ン ク

設　　備
	汚泥濃縮タンク

設　　　　　備
	汚泥掻寄機（中央駆動懸垂形）
	
	
	○
	

	
	
	汚泥掻寄機（中央駆動支柱形）
	
	
	○
	

	汚泥脱設 　設　　備
	真空形脱水設備
	真空ろ過機
	
	
	○
	

	
	遠心脱水設備
	遠心脱水機
	
	
	○
	

	
	ベルトプレス形

脱水設備
	ベルトプレス脱水機
	
	
	○
	

	
	薬　注　設　備
	消石灰輸送コンベヤ
	
	
	○
	○

	
	
	消石灰定量供給機
	
	
	○
	○

	汚泥焼却

設　　備
	汚泥供給設備
	定量フィーダ
	
	
	○
	○

	
	焼　却　設　備
	軸駆動装置
	
	
	○
	○

	
	
	ケーキ投入機
	
	
	○
	

	
	灰排出設備
	灰輸送コンベヤ
	
	
	○
	


（注１）他の機器については、この一覧表に準ずるものとする。

（注２）過電流検出器は、電気設備工事の手配とする。ただし、※印は機械設備工事の手配とし、機械設備工事発注の制御盤に設けるものとする。

（注３）減速機内蔵トルクリミッタ及び過電流検出器の扱いは、この一覧表を優先する。

（付　則　14）

汚泥消化タンクの気密試験要領

（目　　的）

第１　この要領は、汚泥消化タンクの気密試験の要領を定めるものであり、施工技術の向上を図ることを目的とするものである。

（事前試験）

第２　事前試験を、次により行うものとする。

(1) 水張試験

消化タンクの規定水位まで水張りを行い、コンクリートの吸水による水面低下の安定後、24時間の水面低下試験を行う。

24時間後の水面低下は、５mm程度以内で、漏水箇所の認められないものとする。

(2) 発泡液試験

水張り試験に合格後、規定水位に調整し、気相部の開口部分を密閉にする。

消化タンクの内圧を4.5kPa～5.0kPaに高め、発泡液を配管類の継手部、溶接部、コンクリート面及びコンクリート埋設管周囲等に塗布し、発泡が認められないものとする。

（気密試験）

第３　発泡試験に合格後、内圧をおよそ4.5kPaに再調整し、圧力の脈動停止後、４時間の圧力変動を測定する。

　　　補正後の圧力変動は、第５の検査基準の範囲内にあるものとする。

（発泡試験及び気密試験の注意事項）

第４　(1)　試験時に空気が満たされる配管類は、制水弁での完全気密は難しいので、フランジにフランジ蓋をする。

　　　(2)　測定は大気圧、大気温の変動ができるだけ少ない時間帯に１時間毎に行う。

　　　(3)　内圧測定は、センタードーム上で、マノメータで行う。

　　　(4)　内気温は水面上、およそ500mmの所を測定する。

　　　(5)　測定状況は、写真に記録する。

（気密試験の検査基準）

第５　検査基準は、次式で補正した４時間内の圧力変動差が±10％以内とする。

	273+T0

	273+T   


Ｈ０　：補正後の消化タンクゲージ圧力（Pa）

Ｐ０　：測定開始時の大気圧（Pa）

Ｔ０　：　　〃　　の消化タンク内温度（℃）

Ｈ　：任意時の消化タンクゲージ圧力（Pa）

Ｐ　：　〃　の大気圧（Pa）

Ｔ　：　〃　の消化タンク内温度（℃）

（試験区分）

第６　試験の区分は、土木工事においては全部の試験を行うものとし、設備工事では発砲液試験及び気密試験を行うものとする。

（付　則　15）

設備機器の設計用標準水平震度（Ｋｓ）

設計用標準水平震度（Ｋｓ）は、構造体の耐震安全性の分類、設備機器の重要度及び設置階数により選定する。設備機器の重要度による分類は、重要機器、一般機器及びその他機器の３分類とし、表２に示す。

表１　設備機器の設計用標準水平震度（Ｋｓ）

	設置場所
	Ｋｓ（設計標準水平震度）

	
	重要機器

（Sクラス）
	一般機器

（Aクラス）
	その他機器

（Bクラス）

	設置階
	４～６階

の建物
	３階建て
	２階建て
	
	
	

	上層階
	最上階
	－
	－
	2.0
	1.5
	1.0

	
	－
	３階
	２階
	1.5
	1.5
	1.0

	中間階
	４階建て

の場合

２階３階
	２階
	－
	1.5
	1.0
	0.6

	地階及び

１階
	地階及び

１階
	地階及び

１階
	地階及び

１階
	1.0

［1.5］
	0.6

［1.0］
	0.4

［0.6］


　（出典：下水道施設の耐震対策指針と解説（日本下水道協会））

　　　(注) ［　］内の数値は液槽の場合に適用する

　　　　　　防振継手付きの場合は、S又はAクラスとする。

（備考－１）設置場所の区分は、機器等を支持している床部分にしたがって適用する。

床又は壁に支持される機器は当該階を適用し、天井面より支持（上階床より支持）される機器は支持部材取付け床の階（当該階の上階）を適用する。

　（参考）設計用水平震度（ＫＨ）は、動的解析が行われない通常の建築物については

　　　　　ＫＨ＝Ｚ×ＫＳ　（Ｚ：地域係数　原則として1.0とする）

　　　　　を適用するが、Ｚを1.0を超える値としている自治体があるので注意する。

表２　重要度による分類

	No.
	設備名／

重要度ランク
	重要機器（Sクラス）
	一般機器（Aクラス）
	その他機器（Bクラス）

	１
	沈砂池設備
	ゲート、除塵機
	自動スクリーン、スクリーンユニット、沈砂掻揚機、洗浄装置付トラフコンベヤ、サイクロン、沈砂洗浄機、しさ洗浄機、しさ脱水機、搬出ベルトコンベヤ、スキップホイスト、貯留ホッパ、破砕機
	

	２
	主ポンプ設備
	斜流ポンプ、水中汚水ポンプ、弁類、電動機、起動制御装置、速度制御装置、内燃機関、燃料貯留タンク、減速機、管内クーラー、主配管
	
	天井クレーン、ホイスト、チェーンブロック

	３
	送風機設備
	潤滑油タンク、潤滑油ポンプ、潤滑油冷却器、潤滑油ヘッドタンク
	ブロワ、電動機、冷却水ポンプ、冷却塔、空気ろ過器、送気配管、弁類、天井クレーン、ホイスト、チェーンブロック
	

	４
	最初沈殿池設備
	
	ゲート、汚泥掻寄機、スカム除去装置、汚泥ポンプ、弁類、床排水ポンプ
	

	５
	反応タンク設備
	薬品タンク
	ゲート、散気装置、送気配管、機械式曝気装置
	吊上装置

	６
	最終沈殿池設備
	
	ゲート、汚泥掻寄機、スカム除去装置、汚泥ポンプ、弁類、床排水ポンプ、テレスコープ弁
	

	７
	消毒設備
	次亜塩素酸ソーダ貯留槽、次亜塩素酸ソーダ注入ポンプ、オゾン、紫外線
	塩素接触装置
	

	８
	用水設備
	高置水槽（主ポンプ用）、用水ポンプ（同）
	ろ過器、自動洗浄ストレーナ
	

	９
	汚泥濃縮槽設備
	薬品タンク
	凝集剤注入ポンプ、凝集剤溶解槽、重力濃縮機、機械濃縮装置、用水ポンプ、凝集剤供給機、汚泥ポンプ
	

	10
	汚泥消化タンク設備
	センタードーム装置、センタードーム安全装置、ガス撹拌装置、消化ガス安全装置、脱硫装置、蒸気ボイラ、ガスホルダ、余剰ガス燃焼装置、煙道、煙突、オイルサービスタンク、地上定置式油タンク、地下式油貯蔵タンク、油移送ポンプ、蒸気吹込装置、撹拌用ブロワ、スチームヘッダ、配管（ガス、蒸気）
	機械撹拌装置、温水器、温水ポンプ、熱交換器、汚泥ポンプ、弁類、軟水装置、軟水タンク、給水ポンプ
	クレーン装置

	11
	汚泥脱水設備
	無機凝集剤貯留タンク
	凝集剤貯留タンク、凝集剤供給ポンプ、凝集剤溶解タンク、脱水機、造粒調質装置ユニット、凝集剤受入ホッパ及び供給機、破砕機、汚泥ポンプ、汚泥サービスタンク、凝集混和タンク、汚泥貯留タンク用ミキサ、ケーキ搬送コンベヤ、脱水ケーキ移送ポンプ、ケーキ貯留ホッパ、給水ポンプ、空気圧縮機、空気槽、除湿機
	

	12
	流動床式汚泥焼却設備
	流動床焼却炉、補助燃料装置、サイクロン、サイクロン搬出機、苛性ソーダ貯槽、燃料タンク、オイルポンプ、煙突、排煙処理塔、空気予熱機、ブロワ、白煙防止予熱器、電気集塵機、排煙ダクト、配管
	定量フィーダ、計量コンベヤ、ケーキ投入機、灰ホッパ、給水ポンプ、ファン、空気圧縮機、空気槽、除湿器、灰輸送コンベヤ
	

	13
	脱臭設備
	薬液貯留タンク、中和タンク、オゾン発生装置、オゾン反応塔、残留オゾン除去塔、残留オゾン接触分解槽
	薬液洗浄塔、薬液注入ポンプ、循環タンク、循環ポンプ、充填塔式生物脱臭装置
	吸引ファン、風道及びダンパ、吸着塔

	14
	電気設備
	受変電設備機器、特殊電源設備機器、監視制御設備機器、上記１～13迄の重要度ﾗﾝｸS及び建築設備の重要度ﾗﾝｸSの配電設備機器
	上記１～13迄の重要度ﾗﾝｸAの配電設備機器
	上記１～13迄の重要度ﾗﾝｸBの配電設備機器

	15
	自家発電設備
	自家発電設備本体、冷却水ポンプ又は用水ポンプ、燃料移送ポンプ、消音器、クーリングタワー、初期注水槽、燃料小出槽
	
	

	備考：①　焼却炉などの地盤に自立して設置される機器（操作盤を含む）類の設計用標準水平震度（Ks）は、構造物内に設置される機器に準拠する。

　　　②　焼却炉の架構など地盤に自立して設置される大型の架構類は、建築基準法施工令第88条（地震力）により地震力を計算する。

　　　③　主装置の補機や同一基礎・架台上の補記等は、主装置の重要度ランクを適用する。


（付　則　16）様式の例

発注・製作仕様対比表

	設計書に添付されている機器毎の特記仕様書
	「機器設計製作図書の承諾申請書」における仕様

	項　　目
	仕　　様
	仕　　　　　　　　　　様

	
	

	機　　器　　名
	機器名・メーカ名

	１号余剰汚泥ポンプ
	No.1-1余剰汚泥ポンプ

○○○㈱

	形　式
	無閉塞形
	同　左

	吸込口径
	φ150mm
	同　左

	吐出量
	2.4m3/min
	同　左

	全揚程
	4.5m
	4.1m

	電動機出力
	2.2kW×4P
	1.5kW×４Ｐ

	電源
	400V×60Hz
	同　左

	台数
	２台
	同　左

	駆動方式
	オーバーヘッド
	同　左

	軸封方式
	無注水式

メカニカルシール
	同　左

	ケーシング材質
	高クロム鋳鉄
	同　左

	羽根車材質
	高クロム鋳鉄
	同　左

	サクションカバー材質
	高クロム鋳鉄
	同　左


注：斜体部分は記載例とする。

（付　則　17）

電気設備工場検査指針

第１章　総　則

１．目的

　　本指針は、石川県（以下「県」という）制定の石川県土木部工事共通仕様書及び特記仕様書（以下「仕様書」という）に基づき、機器製作が完了した時、受注者が自ら行う社内検査及び県の監督員等の立会いによる検査の実施基準を定めたものである。

２．適用

　　本指針は、下水道設備工事の電気設備機器の検査に適用する。

３．用語の定義

　１）工場検査

　　　工場検査とは、仕様書及び承諾図書に示す準拠規格の受渡試験による社内検査試験結果の検査（確認も含む。以下本指針において同じ。）をいう。

　２）工場検査定義
　　　製品（工場）検査とは、監督監理上必要に応じ監督員等の立会いにより実施する工場検査をいう。

　　　社内検査とは、受注者が自ら実施する工場検査をいう。

　　　自主検査とは、製造者が自ら実施する工場検査をいう。

　３）社内検査試験成績表（書）

　　　社内検査試験成績表（書）とは、仕様書及び承諾図書に規定された準拠規格に基づいて実施する受渡試験の結果作成された試験成績表（書）をいう。製造者による自主検査結果も記載のこと。
　４）立会検査試験成績表（書）

　　　立会検査試験成績表（書）とは、製品（工場）検査時の試験成績表（書）をいう。

　５）試験成績表（書）

　　　試験成績表（書）とは、立会検査試験成績表（書）及び社内検査試験成績表（書）を総称していう。

４．必要書類

　１）既済部分検査願

　２）工事出来形調書

　３）社内検査試験成績表

　４）写真等数量及び外形を確認できるもの

　５）工場検査報告書（様式Ｂ）

　６）製品（工場）検査申請書（製品（工場）検査がある場合）（様式Ａ）

５．工場検査対象機器リスト

　　工場検査対象とする機器のリストを別紙１に示す。

６．工場検査の確認項目

　１）仕様書及び承諾図書に規定する準拠規格による受渡試験結果

　２）承諾図書により承諾を受けた機能確認結果

　３）機器を構成する主要単体機器の準拠規格による標準試験結果

７．工場検査試験成績判定基準

　　工場検査における試験成績表（書）の判定基準を別紙２に示す。

　　ただし、別紙２に示す適用規格以外の気象計器、映像モニタ等の機器並びにミニＵＰＳ、非常用通報装置等の汎用品については、仕様書等で規定する品質保証数値に対して、品質保証となる製造者試験成績書を添付する。

８．単体機器の標準試験

　　機器を構成する主要単体機器の準拠規格による標準試験を別紙３に示す。

第２章　検査要領

１．既済部分検査等実施内容

(1) 工場検査実施の準備…………………（受注者実施）

(1) 監督員と調整をとり、設計図書、工事工程表に基づき工場検査対象機器を検討する。

(2) 工場検査時に必要な書類

既済部分検査願

工事出来形調書

工場検査試験成績判定基準（別紙２）

社内検査試験成績表（書）

写真（製品の確認ができるもの）

工場検査報告書（様式Ｂ）

試験使用器具リスト（別紙４または受注者標準の様式）

製品（工場）検査申請書（製品（工場）検査を行う場合）

(3) 工場検査の実施スケジュールの調整・最終確認

日時、場所、立会者、その他

(2) 社内検査の実施…………………（受注者実施）

(1) 工場検査の立会者確認

(2) 工場検査対象機器の確認

(3) 書面の作成

　　　工場検査試験成績判定基準の確認

　　　社内検査試験成績書（書）の作成

　　　試験使用器具リストの作成

(4) 出来形確認

　　　対象機器の出来形写真の作成

　　　対象機器の主要名称の確認

(3) 製品（工場）検査の実施…………（監督員等実施（必要な場合のみ））

(1) 製品（工場）検査の立会者の確認

(2) 製品（工場）検査対象機器の確認

(3) 書面検査

　　　工場検査試験成績判定基準の確認

　　　社内検査試験成績表（書）の確認

　　　試験使用器具リストの確認

(4) 出来形確認

　　　対象機器の出来形の確認

　　　対象機器の主要名称等の確認

(5) 製品（工場）検査終了時に作成する書類

　　　工場検査報告書

　　　試験成績表（書）に確認の押印

　　　工事打合簿

(4) 既済部分検査等（監督員の確認も同様とする）の実施………（監督員、県検査員実施）

(1) 書面検査（確認）

工場検査試験成績判定基準の確認

工場検査報告書の確認

社内検査試験成績表（書）の確認

試験使用器具リストの確認

(2) 出来形確認検査（確認）

対象機器の出来形写真の確認

対象機器の主要名称の確認

　　　

別紙１

工場検査対象機器等リスト

	種　　　別
	機　　器　　名
	摘　　要

	受変電・配電設備
	受変電用キュービクル
	引込盤、受電盤、き電盤、変圧器盤、低圧閉鎖配電盤、アクティブフィルタ盤等
	

	
	ガス絶縁、固体絶縁

受変電設備
	受電ユニット、変圧器ユニット等
	

	
	遮断器
	GCB、VCB等
	高圧コンビネーション及び気中開閉器等を含む

	
	変圧器
	油入変圧器、モールド変圧器、ガス絶縁変圧器等
	主として電力用変圧器

	
	負荷設備
	閉鎖配電盤（コンビネーションスタータ、ロードセンタ等）、コントロールセンタ、継電器盤、動力制御盤、現場操作盤、速度制御装置盤等
	シーケンスコントローラ、プログラマブルコントローラ等を含む

	
	その他
	断路器、計器用変成器、力率改善用コンデンサ等
	高圧、特別高圧用

	特殊電源設備
	発電設備
	発電機、原動機、励磁盤、自動始動または同期盤等
	

	
	直流電源設備
	整流器、蓄電池等
	

	
	無停電電源設備
	整流器、インバータ、蓄電池等
	

	監視制御設備
	監視制御

用配電盤設備
	監視盤、操作盤、継電器盤、計装盤等
	

	
	情報処理設備
	中央処理装置、入出力装置、補助メモリ、LCD装置、データサーバ、プリンタ等
	監視制御用コントローラ等を含む

	
	工業用テレビ設備
	カメラ、映像モニタ、コントロールパネル等
	

	
	遠方監視制御設備
	遠方監視盤、遠制装置、情報伝送装置等
	

	
	気象観測設備
	風向風速計、温度計、湿度計、気圧計、雨量計、気象観測設備、パネル盤等
	それぞれの発信器・変換器等と組合せになったもの

	工業計器類
	検出器
	流量計（電磁式、超音波式等）、液位計（フロート式、静電容量式、超音波式等）、圧力計（ブルドン管、ベローズ式、ダイヤフラム式等）、温度計（抵抗式、熱電対式等）水質計器（pH計、DO計、MLSS計、ORP計、COD計、UV計、残留塩素計、濁度計等）
	

	
	指示計類
	記録計、積算計、調節計、演算計器等
	


様式Ａ

平成　　年　　月　　日

石川県環境部水環境創造課
監督員　

　職名　　氏　　名　殿

受注者　　　　　　　　　　　　

氏　名　　　　　　　　　　印　

製　品　（工　場）　検　査　申　請　書

下記のとおり、製品（工場）検査をお願いします。

１．契約年月日　　　　　平成　　年　　月　　日

１．工　　事　　名　　　　　

１．検査希望年月日　　　　　平成　　年　　月　　日

１．機器名及び数量

	機　器　名
	仕　　　様
	単　位
	数　量
	検査数量
	備　　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　

　（注）１　検査終了後、工場検査報告書、工場検査試験成績表等を提出すること。

　　　　２　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４版とすること。

様式Ｂ

平成　　年　　月　　日

石川県知事　氏　　名　殿

受注者　　　　　　　　　　　　

氏　名　　　　　　　　　　印　

工　場　検　査　報　告　書

下記のとおり、工場検査の結果を報告いたします。

１．契約年月日　　　　　平成　　年　　月　　日

１．工　　事　　名　　　　　

１．検査年月日　　　　　平成　　年　　月　　日

１．検査対象機器名及び数量

	機　器　名
	仕　　　様
	単位
	数量
	検査数量
	判定
	備　　　考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


　

　（注）１　受注者は工場検査報告書に社内検査試験成績表、その他の検査記録表を添付する。

　　　　　　ただし、工場検査報告書は完成図書扱いとしない。

　　　　２　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４版とすること。

別紙２　　　工場検査試験成績判定基準
	（対象機器名）
	
	適用規格

	※最終決定した機器名称とする。
	
	
	スイッチギヤ
	(JEM-1425)

	
	
	
	低圧閉鎖配電盤
	(JEM-1265)

	
	
	
	高圧ｺﾝﾋﾞﾈｰｼｮﾝｽﾀｰﾀ
	(JEM-1225)

	
	
	
	ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ
	(JEM-1195)

	
	
	
	制御盤
	(JEM-1460)


	項
	検査項目
	検　査　要　領
	判　定　基　準
	判定結果

	１
	盤の構成と組立確認
	・盤の構成、形状、組立状況などの確認
	・仕様書及び承諾図書どおりであること。

　１）外形図

　２）組立図
	

	２
	寸法検査
	・盤の主要外形寸法、据付寸法、取付孔の寸法などをスケールで測定する。
	・下表の許容差に入っていること。
	

	
	
	判定基準（単位：mm）

盤寸法の許容差

外形寸法

許　　容　　差

適用規格

Ａ

Ｂ

120を超え

400以下

±2.0

±3.0

JEM-1459

400を超え

1000以下

±2.0

±4.0

1000を超え

2000以下

±3.0

±6.0

2000を超え

4000以下

±4.0

±8.0

4000を超え

8000以下

－

－

（備考）

・Ａは、枠の寸法許容差を示す。

・Ｂは、枠と又は各面の組合せ寸法許容差及び列盤の盤幅寸法許容差を示す。
	

	３
	塗装検査

(仕上方法)
	・指定塗装色であるか色見本との照合により確認する。

・膜厚計により塗装膜厚を確認する。

・盤の仕様による仕上方法を確認する。

・盤の表面、内面及び取付け器具の表面処理にキズ、ムラ、はがれ等がないことを確認する。
	・「3―2－4　塗装」による。

・特記仕様書による。

・目視による。

・測定箇所は、面当たり上下左右４点と中央付近とし、その最低値は、下表標準膜厚の70％以上。

　　　　　　標準膜厚（単位：μm）

測　定

膜　厚

外面

40以上

内面

40以上


	

	４
	銘板及び表示内容確認
	・銘板、ハンドル、故障表示器の文字等を確認する。
	・仕様書及び承諾図書どおりであること。

　１）外形図

　２）組立図
	

	項
	検査項目
	検　査　要　領
	判　定　基　準
	判定結果

	５
	構造検査
	・盤の形式、保護構造、構成部品の配置及び取付け位置などを確認する。

・扉などの開閉装置及び保護カバーの取付け取外しが、円滑にできることを確認する。

・断路器、パワーヒューズなどの開閉操作が円滑にできることを確認する。

・外線に対する考慮がなされていることを確認する。
	・仕様書及び承諾図書どおりであること。

　１）外形図

　２）組立図

　３）JEM規格
	

	６
	絶縁抵抗測定
	・各回路の電圧階級別に測定する。測定は、絶縁耐力試験の前後に行う。

　避雷器、コンデンサ、接地形計器用変圧器、半導体応用製品及び高感度計器等は取外して行う。

１）高圧主回路

　主回路一括と大地間または主回路相間及び大地間

２）低圧主回路

　主回路一括と大地間

３）制御、PT、CT２次回路

　外部接続端子一括と大地間

回路電圧

使用メガー計

600V超過

1000V

60V超過

600V以下

500V

60V以下

250V


	・盤１面に対しての絶縁抵抗値は、下表を満足すること。

　なお、列盤一括で測定する場合は下記の値を盤面数で割った値以上とする。

回路

１次(高圧側)と

２次(低圧側)間

30MΩ

　　　以上

１次(高圧側)と

大地間

２次(低圧側)と

大地間

**

5MΩ

　　　以上

制御回路一括

と大地間

 * 絶縁抵抗測定を行うに当たり不適当な部分はこれを除いて行う。

  ** 制御盤については1MΩ以上とする。
	


	項
	検査項目
	検　査　要　領
	判　定　基　準
	判定結果

	７
	絶縁耐力試験
	・各回路の電圧階級別に、正弦波に近い商用周波数の電圧を１分間印加する。

・印加電圧は下表による。

回　　路

印加電圧

ｽｲｯﾁｷﾞﾔ（高圧盤）

制御、VT、CT2次回路

2.0kV

ｺﾝﾋﾞﾈｰｼｮﾝｽﾀｰﾀ

制御、VT、CT2次回路

1.5kV

低圧盤・C/C

制御、VT、CT2次回路

1.5kV

6.6kVｽｲｯﾁｷﾞﾔ主回路

22kV

3.3kVｽｲｯﾁｷﾞﾔ主回路

16kV

6.6kVｺﾝﾋﾞﾈｰｼｮﾝ

　　　　ｽﾀｰﾀ主回路

16kV

3.3kVｺﾝﾋﾞﾈｰｼｮﾝ

　　　　ｽﾀｰﾀ主回路

10kV

高・低圧盤

420V回路

2.0kV

ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ

420V回路

2.2kV

210,210-105V

主回路、制御回路

1.5kV

60V以下制御回路

1.0kV

＊　半導体応用製品（60V以下の回路）及び高感度計測器は、絶縁耐力試験から除外する。 
	・１分間耐えること。

・絶縁抵抗測定を満足すること。
	

	８
	機構動作試験
	・引出機構、操作装置、インターロック機構が正常に動作することを確認する。

・引出形遮断器に互換性があることを確認する。
	・仕様書及び承諾図書どおりであること。

　１）外形図

　２）展開接続図
	

	９
	母線及び主回路配線処理確認
	・導体、端子及び電線の位置、相配列、相色別、絶縁物などを確認する。
	・仕様書及び承諾図書どおりであること。

　１）外形図

　２）組立図

　３）展開接続図

　４）共通仕様書
	

	10
	端末処理状態確認
	・端末の圧着処理、ネジ締付トルクのマーキング、はんだ付け処理、仕上がりなどを確認する。
	・仕様書及び承諾図書どおりであること。

　１）外形図

　２）組立図
	

	11
	機器の定格、形式及び配置確認
	・主要器具の定格、仕様、形式、目盛範囲、定格範囲及び配置の確認をする。
	・仕様書及び承諾図書どおりであること。

　１）外形図

　２）組立図

　３）展開接続図
	


	項
	検査項目
	検　査　要　領
	判　定　基　準
	判定結果

	12
	シーケンス試験
	・主回路、操作回路、保護回路、故障警報回路、表示回路等の電気系統が正常に動作し、実回路の機能を有することを確認する。

　１）各盤単独確認

　２）関連盤または模擬回路との組合せ確認
	・仕様書及び承諾図書どおりであること。

　１）ブロックシーケンス

　２）展開接続図
	

	13
	ＶＴ・ＣＴ回路試験
	・保護継電器を模擬入力により動作させ保護回路が正常に動作することを確認する。

・ＶＴ・ＣＴ２次回路より電圧電流を通電し計器及び保護継電器の動作が適正であることを確認する。
	・仕様書及び承諾図書どおりであること。

　１）展開接続図

　２）許容誤差範囲内にあること。
	

	14
	付属品検査
	・仕様書及び承諾図書により確認する。
	・照合し過不足のないこと。
	


	（対象機器名）
	
	適用規格

	※最終決定した機器名称とする。
	
	
	同期機
	(JEC-2130)

	
	
	
	
	ディーゼル機関用(JEM-1354)

	
	
	
	
	ガスタービン用　(JEC-2131)

	
	
	
	原動機　　　（製造者の社内規格）


	項
	検査項目
	検　査　要　領
	判　定　基　準
	判定結果

	１
	外観・構造検査
	・発電機、原動機銘板の表示事項を確認する。

・発電機の形式確認

・励磁装置の形式確認

・原動機の形式確認
	・仕様書及び承諾図書どおりであること。

　１）外形図

　２）組立図
	

	２
	絶縁抵抗測定
	・発電機、励磁装置について確認する。

・各機械部分の区分別、電圧階級別に測定する。測定は、絶縁耐力試験の前後に行う。

機械部分の区別

使用ﾒｶﾞｰ計

電機子各相巻線と大地間

600V以下

(低圧回路)

500V

3300V

6600V

1000V

界磁巻線と大地間

500V

埋込温度計の測温体と大地間


	・絶縁抵抗値は、下記を満足すること。

機械部分の区別

使用ﾒｶﾞｰ計

電機子各相巻線と大地間

低圧

５ＭΩ以上

高圧

30ＭΩ以上

界磁巻線と大地間

３ＭΩ以上

埋込温度計の測温体と大地間

１ＭΩ以上


	

	３
	絶縁耐力試験
	・各機械部分の電圧階級別に、正弦波に近い商用周波数の電圧を１分間印加する。

　（発電機単体は１回とする。）

・印加電圧は下表による。
	・１分間耐えること。

・絶縁抵抗測定を満足すること。
	

	
	
	試　験　箇　所

試　験　電　圧

電機子各相巻線と大地間

ディーゼル駆動用

2E+1000V（最低1500V）

(ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ駆動用)

定格10,000kWまたは

10,000kVA未満

2E+1000V（最低1500V）

上記以上

　　　　・E≦2,000V

2E+1000V（最低1500V）

・2,000V＜E≦6,000V

2.5E

        ・E＞6,000V

2E+3000V

界磁巻線と大地間

界磁巻線がサイリスタ整流器を介して励磁される場合

10Eまたは

2Eac+1000V;いずれか高い電圧

（最低1500V、最高5000V）

上記以外

10Ex（最低1500V、最高5000V）

埋込温度計の測温体と大地間

500V

制御回路と大地間

使用電圧60V以下500V

使用電圧60Vを超え125V以下1000V

使用電圧125Vを超え250V以下1500V

使用電圧250Vを超え500V以下2000V

充電装置

交流側と非充電金属部

直流側と非充電金属部

    E　　：発電機定格電圧

　　Ex   ：励磁装置の定格電圧

　　Eac  ：サイリスタ整流器の交流側最高電圧（実効値）
	


	項
	検査項目
	検　査　要　領
	判　定　基　準
	判定結果

	４
	温度上昇試験
	・発電機の温度上昇試験は定格有効電力負荷状態における温度上昇を確認する。

　（温度上昇試験法は等価試験法による。）

・燃料消費率は、発電機と原動機を組合せて確認する。
	・巻線の温度上昇限度（抵抗法）

絶縁の種別

上昇限界

温　　度

Ｂ　種

80℃

Ｆ　種

100℃

Ｈ　種

125℃

・燃料消費率(単位：g/kWh(g/PSh))

原動機出力

(kW(PS))

ディーゼルエンジン
ガスタービン

22～184

(30～250)以下

300

(221)

680

(500)

184～331

(250～450)以下

270

(199)

660

(486)

331～552

(450～750)以下

250

(184)

590

(435)

552(750)を超える

230

(169)

520

(383)


	

	５
	総合電圧変動特性試験
	・定格力率のもとで、負荷を全負荷から無負荷に漸変させ、かつ、エンジンの速度特性に応じて回転速度を変化させ端子電圧と負荷電流の関係を測定する。
	・電圧変動率±2.5％（常用及び(社)日本内燃力発電設備協会の認定証票貼付の場合）

・電圧変動率±3.5％(非常用で(社)日本内燃力発電設備協会の認定証票貼付のない場合)

・回転速度変化率±5.0％
	

	６
	最大電圧降下特性試験（発電機単体）
	・定格周波数で無負荷運転中、定格電圧で定格電流の100％（力率0.4以下）に相当する（100％インピーダンス）負荷を突然加え、その時の電圧変動特性を測定する。
	・最大電圧降下率30％以内

・2秒以内に最終電圧の-3％以内に復帰すること。
	

	７
	シーケンス試験
	・自動始動盤からの始動・停止試験
	・仕様書及び承諾図書どおりであること。

・起動指令からのタイミングを測定する。
	

	８
	保護装置試験
	・各種設定の保護装置の動作確認を行う。
	・仕様書及び承諾図書どおりであること。
	

	９
	電圧調整範囲
	・定格回転速度、無負荷の状態で発電機電圧を調整できる試験を行う。
	・上下5％にわたり調整できること。
	

	10
	波形試験（電力網に接続される300kVA以上の発電機）
	・発電機の無負荷線間端子電圧を測定し、JEC-2130の第1編、4.2.5(2)によってTHF（電話調和係数）を計算する。
	・THFは下記の値を超えないこと。

・300kVA以上1000kVA以下：5％

・1000kVA超過

　　　　　　5000kVA以下：3％

・5000kVA超過：1.5％
	

	11
	過電流耐力試験（発電機単体）
	・発電機の端子電圧をできるだけ定格電流に近い値に保った状態で、定格電流の1.5倍に等しい電流を30秒間通じて試験を行う。

・定格電流の110％を30分間通電して試験を行う。
	・機械的に耐えて運転できること。

・実用上支障がないこと。
	

	項
	検査項目
	検　査　要　領
	判　定　基　準
	判定結果

	12
	過速度耐力試験
	・無負荷状態で過速度に対し、機械的に耐えうる構造であること。
	・ディーゼルエンジンに駆動させるものにあっては、発電機を無負荷で定格回転数の120％の速度で2分間運転する。（発電機単体）

・ガスタービンエンジンに駆動させるものにあっては、発電機を無負荷で定格回転速度の115％の速度で2分間運転する（発電機単体）。（非常過速度保護装置付の場合）

・ディーゼルエンジンにあっては、110％1分間（定格回転数）（発電機とエンジンの組合せ）

・ガスタービンエンジンにあっては、105％1分間（定格回転数）

　（発電機とエンジンの組合せ）
	

	13
	振動試験
	・発電機と原動機を組合せて定格電圧、定格回転速度で運転し共通台床、軸受上部における各方向の振動を測定する。
	測定方向

両振幅(mm)

上下方向

30×１／100

         以下

水平軸直角方向

水平方向


	

	14
	調速機試験
	・定格周波数で無負荷運転中、定格電圧で定格有効電力（ｋＷ）に相当する負荷を突然加え、その時の回転速度変動特性を測定する。

・投入負荷は下表による。

　

ディーゼル機関

組合せする発電機容量

投入負荷容量

100kVA以下

０→100％

100を超え300kVA

以下

０→ 70％

300kVAを超えるもの

０→ 50％

ガスタービン機関

種　　類

投入負荷容量

開放サイクル一軸形

100％

開放サイクル二軸形

70％


	ディーゼル機関

過渡

状態

定常

状態

整定時間

負荷投入

10％

以内

５％

以内

８秒以内

定格負荷

遮断

15％以内

５％

以内

８秒以内

ガスタービン機関

過渡

状態

定常

状態

整定時間

負荷投入、

定格負荷の遮断

10％

以内

５％

以内

８秒以内


	

	15
	消音器スピーカテスト
	・スピーカにより雑音を発生させ、消音器の周波数バンドごとの減衰量を測定する。

・対象とする騒音値（例えば発電装置とファンの騒音を合成した騒音値）の各周波数バンドから上記の減衰量を差引いて求めた値を合成してオーバーオール値（消音器予想騒音値）を求める。
	・消音器予想騒音値が仕様書等及び承諾図書で規定した値以下であること。
	

	項
	検査項目
	検　査　要　領
	判　定　基　準
	判定結果

	16
	付属品検査
	・仕様書及び承諾図書により確認する。
	・照合し過不足のないこと。
	


	（対象機器名）
	
	適用規格

	※最終決定した機器名称とする。
	
	
	充電器（整流器）
	(JIS C 4402)

	
	
	
	インバータ
	(JEC - 2440)

	
	
	
	無停電電源装置
	(JEC - 2433)

	
	
	
	蓄電池
	(JISC8704-2)


	項
	検査項目
	検　査　要　領
	判　定　基　準
	判定結果

	１
	盤の構成と組立確認
	・盤の構成、形状、組立状況などの確認
	・仕様書及び承諾図書どおりであること。

　１）外形図

　２）組立図
	

	２
	寸法検査
	・盤の主要外形寸法、据付寸法、取付孔の寸法などをスケールで測定する。
	・下表の許容差に入っていること。
	

	
	
	判定基準（単位：mm）

盤寸法の許容差

外形寸法

許　　容　　差

適用規格

Ａ

Ｂ

120を超え

400以下

±2.0

±3.0

JEM-1459

400を超え

1000以下

±2.0

±4.0

1000を超え

2000以下

±3.0

±6.0

2000を超え

4000以下

±4.0

±8.0

4000を超え

8000以下

－

－

（備考）

・Ａは、枠の寸法許容差を示す。

・Ｂは、枠と扉又は各面の組合せ寸法許容差及び列盤の盤幅寸法許容差を示す。
	

	３
	塗装検査

(仕上方法)
	・指定塗装色であるか色見本との照合により確認する。

・膜厚計により塗装膜厚を確認する。

・盤の仕様による仕上げ方法を確認する。

・盤の表面、内面及び取付器具の表面処理にキズ、ムラ、はがれ等がないことを確認する。
	・「3―2－4　塗装」による。

・特記仕様書による。

・目視による。

・測定箇所は、面当たり上下左右４点と中央付近とし、その最低値は、下表標準膜厚の70％以上。

　　　　　　標準膜厚（単位：μm）

測　定

膜　厚

外面

40以上

内面

40以上


	

	４
	絶縁抵抗測定
	下記の各部について測定を行う。

・入力－鉄枠

・出力－鉄枠

・入力－出力
	・絶縁抵抗値は、下記を満足すること

回　　路

絶縁抵抗

入力－鉄枠

３ＭΩ以上

出力－鉄枠

３ＭΩ以上

入力－出力

３ＭΩ以上


	

	項
	検査項目
	検　査　要　領
	判　定　基　準
	判定結果

	５
	絶縁耐力試験
	・正弦波に近い商用周波数の電圧を１分間印加する。

回　　路

印加電圧

入力－鉄枠

２ｋＶ

出力－鉄枠

２ｋＶ

入力－出力

２ｋＶ


	・１分間耐えること。

・絶縁抵抗測定を満足すること。
	

	６
	構造検査
	・極性

・配線色別

・表示

・盤面取付け器具
	・仕様書及び承諾図書どおりであること。

　１）外形図

　２）組立図
	

	７
	電圧・電流調整範囲試験
	・調整器の可変範囲を測定する。
	充電器（整流器）

・出力基準電圧±3％以内で設定できること。

無停電電源装置

・定格入力時無負荷電圧の±3％
	

	８
	効率・力率試験
	・入・出力定格時の効率・力率を測定する。
	インバータ効率

・負荷力率90％に対して80％以上
	

	９
	定電圧特性試験
	・入・出力を可変し出力電圧の変化を測定する。
	充電器（整流器）

・定電圧精度±2％以内
	

	10
	垂下特性試験
	・出力電流を増加させ、出力電圧が規格値になった時の出力電流を測定する。
	・定電圧直流電流100％を超え120％以下直流電流が蓄電池の公称電圧まで垂下すること。
	

	11
	負荷電圧補償装置試験
	・浮動・均等充電時の負荷電圧補償回路出力電圧を測定する。ただし、ＭＳＥ形は、浮動充電時のみとする。
	・仕様書及び承諾図書どおりであること。
	

	12
	脈動電圧試験
	・浮動・均等充電時の負荷出力回路の脈動を測定する。ただし、ＭＳＥ形は、浮動充電時のみとする。
	・仕様書及び承諾図書どおりであること。
	

	13
	計器試験
	・使用計器の誤差を測定する。
	・階級による許容差以内であること。
	

	14
	温度上昇試験
	・被装置を運転し各部品の温度上昇値を測定する。
	・下記の値を超えないこと。（単位℃）

測定箇所

種　　　　類

温度

上昇

整流素子のケース

ｻｲﾘｽﾀ・ﾄﾗﾝｼﾞｽﾀ

65

整流ダイオード

90

負荷電圧補償装置用ダイオード

110

変圧器、

リアクトル巻線の表面

Ａ種絶縁

50

Ｅ種絶縁

65

Ｂ種絶縁

70

Ｆ種絶縁

90

Ｈ種絶縁

115


	


	項
	検査項目
	検　査　要　領
	判　定　基　準
	判定結果

	15
	出力特性試験
	・入・出力を可変し出力電圧・周波数・歪率の変化を測定する。
	インバータ（直線性負荷時）

・出力電圧変動率：±3％

・出力電圧波形歪率：10％以下

無停電電源装置（直線性負荷時）

・交流出力波形歪率：5％以下

・定格周波数の±0.5％以内

　　　　　（内部発振時）
	

	16
	過渡応答試験
	・負荷急変

・電源急変（±10％）

・停電・復電

　上記の変化を行い出力電圧の変動及び整定時間を測定する。
	・入力電圧の急変に対し

過渡変動率

整　定　時　間

±10％

以内

ｲﾝﾊﾞｰﾀ：0.5秒以内

無停電電源装置

　　　　：0.1秒以内


	

	17
	過負荷耐量試験
	・規定の過負荷をかけ被試験装置に異常がない事を確認する。
	・定格負荷の120％で1分以上または定格負荷の110％で5分以上
	

	18
	過負荷保護動作試験
	・規定の過負荷をかけた場合、過負荷保護動作が行われることを確認する。
	・仕様書及び承諾図書どおりであること。
	

	19
	騒音試験
	・定格運転状態において騒音レベルを測定する。
	・周囲1ｍの点で75dB以下であること。（A特性）
	

	20
	総合動作試験
	・表示灯の点滅

・計器類の指示

・開閉器などの開閉動作

・各種継電器類の動作

・各種警報装置の動作

・給電切替動作
	・仕様書及び承諾図書どおりであること。

・切替時間：無瞬断
	

	21
	容量検査
	・完全充電状態より放電を行い、容量を確認する。
	・放電回数５回で定格容量の95％以上の容量があること。
	

	22
	付属品検査
	・仕様書及び承諾図書により確認する。
	・照合し過不足のないこと。
	


注）項目７、10、14、17、18、19については型式試験データ等で可とする。

≪計装機器の取扱い≫

・仕様書等で規定する品質保証数値に対して、品質保証となる製造者試験成績表を添付することにより、下記の検査項目に代えることができる。

	（対象機器名）
	
	適用規格

	※最終決定した機器名称とする。
	
	
	計装機器
	(　　　　　　　　)

	
	
	
	
	


	項
	検査項目
	検　査　要　領
	判　定　基　準
	判定結果

	１
	外観・寸法検査
	・構造、塗装仕様、銘板を確認する。

・幅、高さ、奥行等主要寸法を測定する。

・機密構造等の確認
	・仕様書及び承諾図書どおりであること。

　１）外形図

　２）組立図

・現場計器（検出器、変換器等）は、防雨構造を満足していること。
	

	２
	構成検査
	・計器の構成、形状、組立状況などの確認
	・計器本体の構成等の確認

・仕様書及び承諾図書どおりであること。

　１）外形図

　２）組立図
	

	３
	絶縁抵抗測定
	検出器、変換器類の下記部位

・電源－アース間

・その他製造者の社内規格による。
	・1分間耐えること。

・製造者の社内規格による。
	

	４
	絶縁耐力試験
	検出器、変換器類の下記部位について試験電圧を印加する。

・電源－アース間

・その他製造者の社内規格による。
	・1分間耐えること。

・製造者の社内規格による。
	

	５
	測定精度試験
	・80％F.S以上の試液を測定し手分析値と比較する。
	・仕様書による以外は下記による。

　最大誤差±2.5％F.S以内
	

	６
	実流検定試験
	
	・設定流量の0～50％で±0.2％F.S

・設定流量の50～100％で±0.4％ of rate　以内
	

	７
	再現性試験
	・３回測定し、平均値と各測定値との差を測定する。
	・仕様書による以外は下記による。

　最大偏差±2.0％F.S以内
	

	８
	直線性試験
	・零点、1／2、フルスパンにおいて等価入力を入力した時の出力を測定し、零点とフルスパンの測定値を結ぶ直線上の1／2スパンと1／2スパン計測値との誤差を測定する。
	・仕様書による以外は下記による。

　最大誤差±2.5F.S以内
	


	項
	検査項目
	検　査　要　領
	判　定　基　準
	判定結果

	９
	漏洩試験
	・該当計器構成上における必要部分の気密性を検査する。

・流量計

・濃度計

・圧力伝送器
	・フランジ規格の２倍の静水圧を10分間加圧し水漏れ等異常がないこと。

・主要部分に下記の圧力を10分間加圧して漏洩がないこと。

構　成　部

圧力

(kgf／cm2)

空気配管

空気圧　12.5

シリンダー

水圧　　15

主管部分

水圧　　15

　

　［kgf/cm2≒9.8×104Pa］


	

	10
	動作試験
	各動作について試験を行う。

・通常運転動作

・警報回路動作

・表示動作
	・仕様書及び承諾図書どおりであること。
	

	11
	電源変動試験
	・電源電圧の変動(±10％)に対し各動作の異常を試験する。
	・異常がないこと。
	

	12
	付属品検査
	・仕様書及び承諾図書により確認する。
	・照合し過不足のないこと。
	


別紙３　単体機器の標準試験

	　　　細　目

機器の種類
	試　験　方　法
	試　験　項　目
	試　験

個　数

	（高圧のみ）

計器用変成器
	計器用
	JIS C 1731による

受入試験
	構造、極性、商用周波耐電圧（注水状態の検査を除く）、誘導耐電圧（変流器を除く）、比誤差及び位相角
	全　　　　　　　　　　数

	
	保護継電器用
	JEC-1201による

受入試験
	上記のほか零相二次電流及び残留電流

（零相変流器の場合）

上記のほか巻線端子間耐電圧（変流器の場合）
	

	保　護　継　電　器
	高圧受電用過電流継電器
	JIS C 4602による

受渡検査
	構造、不動作、動作電流特性、動作時間特性、商用周波耐電圧
	

	
	過電流継電器
	JEC-2510による

受入試験
	動作値誤差、動作時間誤差、動作時間整定による誤差、構造、絶縁
	

	
	電圧継電器
	JEC-2511による

受入試験
	動作値誤差、動作時間、構造、絶縁
	

	
	高圧受電用地絡継電装置
	JIS C 4601による

受渡検査
	構造、動作時間特性、動作電流特性、商用周波耐電圧
	

	
	高圧受電用地絡方向継電装置
	JIS C 4609による

受渡検査
	構造、動作電流特性、動作電圧特性、動作時間特性、商用周波耐電圧、位相特性
	

	デマンド監視装置自動力率制御装置
	製造者の社内規格による受渡試験
	製造者の社内規格で定めているもの
	

	高圧交流遮断器
	JISによるもの
	JIS C 4603による

受渡検査
	構造、開閉性能（定格値のみ）、主回路端子間抵抗、耐電圧（乾燥状態における商用周波耐電圧）
	

	
	JECによるもの
	JEC-2300による

受入試験
	構造、開閉、商用周波耐電圧、抵抗測定
	

	高圧変圧器
	JIS C 4304による

受渡検査

JEC-2200による

試験方法

JIS C 4306による

受渡検査
	構造、無負荷電流、無負荷損（１種のみ）、インピーダンス電圧、電圧変動率、効率、商用周波耐電圧、誘導耐電圧、変圧比試験、極性試験または位相変位試験、負荷損及び短絡インピーダンス試験、加圧耐電圧試験、部分放電試験（モールドの場合）
	

	高圧進相コンデンサ
	JIS C 4902による

受渡検査
	構造、容量、耐電圧（商用周波耐電圧のみ）、損失率、密閉性、放電性（放電抵抗器付の場合）
	

	同上用直列リアクトル
	JIS C 4902による

受渡検査
	構造、耐電圧（商用周波耐電圧のみ）、胴体抵抗、容量、損失
	

	高圧断路器
	JISによるもの
	JIS C 4606による

受渡検査
	構造、無電圧開閉、同相主回路端子間の抵抗値、耐電圧（商用周波耐電圧のみ）
	

	
	JECによるもの
	JEC-2310による

受入試験
	構造、開閉、抵抗測定、商用周波耐電圧
	

	高圧限流ヒューズ
	JIS C 4604による

受渡検査
	構造、無電圧開閉性能（断路形ヒューズのみ）、抵抗、耐電圧（主回路端子と大地間の商用周波耐電圧のみ）
	


	　　　細　目

機器の種類
	試　験　方　法
	試　験　項　目
	試　験

個　数

	高圧負荷開閉器
	高圧交流負荷開閉器
	JIS C 4604による

受渡検査
	構造、無電圧連続開閉試験、主回路・補助回路及び制御回路の耐電圧（乾燥時の商用周波耐電圧のみ）、主回路の抵抗測定
	全　　　　　　　　　　数

	
	引外し形高圧交流負荷開閉器
	JIS C 4605による

受渡検査
	上記のほか引外し性能（制御電圧の下限のみ）、トリップ動作性能（制御電圧の下限のみ）
	

	高圧電磁接触器
	JEM-1167による

受渡試験
	構造、耐電圧、動作
	

	高圧避雷器
	JISによるもの
	JIS C 4608による

受渡検査
	構造、絶縁抵抗、商用周波放電開始電圧、100％衝撃放電開始電圧
	

	
	JECによるもの
	JEC-203による

受入試験
	構造点検、商用周波放電開始電圧、雷インパルス放電開始電圧、漏れ電流
	

	
	
	JEC-217による

受入試験
	模擬試験、動作開始電圧、絶縁抵抗及び漏れ電流
	

	高圧カットアウト
	製造者の社内規格による受渡試験
	製造者の社内規格で定めているもの
	

	低圧遮断器
	JECによるもの
	JEC-160による

受入試験
	構造点検、開閉試験、商用周波耐電圧試験
	

	
	JISによるもの
	JIS C 8372による

受渡検査
	構造、開閉性能（定格値のみ）、耐電圧
	

	汎用インバータ

正弦波コンバータ式

インバータ
	製造者の社内規格による受渡試験
	製造者の社内規格で定めているもの
	


別紙４

試 験 使 用 器 具 リ ス ト

	No.
	用　　途
	器　具　名
	形　式
	定格
	製造番号
	製造者
	有効期限

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（付　則　19）
主要材料対比表

	第　号　主要材料対比表　細別：

　基準　　　単価

［　　］　［　　］

	項　目
	形　　　　　　　式
	単位
	積算数量
	据付数量
	差
	摘　　要

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


	第　号　主要材料対比表　細別：

　基準　　　単価

［　　］　［　　］

	項　目
	形　　　　　　　式
	単位
	積算数量
	据付数量
	差
	摘　　要

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


	第　号　主要材料対比表　細別：

　基準　　　単価

［　　］　［　　］

	項　目
	形　　　　　　　式
	単位
	積算数量
	据付数量
	差
	摘　　要

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


	第　号　主要材料対比表　細別：

　基準　　　単価

［　　］　［　　］

	項　目
	形　　　　　　　式
	単位
	積算数量
	据付数量
	差
	摘　　要

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	


（付　則　20）
機　器　搬　入　検　査　願

平成　　年　　月　　日

石川県環境部水環境創造課

監督員　氏　　名　殿

受注者　　　　　　　　　　　　

住所　　　　　　　　　　　　　　　

氏名（現場代理人）　　　　　　印　

下記工事に係る下欄の機器を現場に搬入したいので、検査をお願いします。

記
１．工　　事　　名　　　　　

２．工　事　場　所

３．契 約 年 月 日　　　　　平成　　年　　月　　日

	機　器　名
	仕　　　様
	単位
	数量
	可否
	備　　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　

　上記のとおり機器を検査しました。
平成　　年　　月　　日

監督員職氏名　　　　　　　　　　㊞
(P+H)－P0
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